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第 1 章 緒論 

 

1.1  電磁アクチュエータの有用性 

現在，様々な原理に基づくアクチュエータが実現，市販され，多様な用途のための運動

メカニズムに組み込まれて利用されている．アクチュエータに利用される原理としては，

電磁力や静電気力，空気圧や油圧，電歪効果，機能性材料の化学的・熱的変形などがある．

アクチュエータはその基礎となる原理によって異なる特徴をもっており，目的に応じて適

切な種類を選択する必要がある． 

表 1.1は，各アクチュエータの基本的な特性をまとめたものである．特別な工夫により改

善可能な項目もあるが，ここでは考慮していない．また，高応答で精密微動が可能である

場合は，制御性が高いことを意味している．静電アクチュエータは，材料の選択肢が広く

簡単な構造であるため，小型化に適し，微細化や薄型化により単位体積当たりの発生力を

増加させることが可能である．そのため特にMEMS分野で活用されている(1)-(3)が，通常サ

イズで大きな発生力を得るには複雑な構造を必要とし，高電圧を印加する必要があるなど

の欠点を持つ．空気圧・油圧アクチュエータは，体積当たりの出力が大きい特徴を有する(4),(5)

ため，大きな推力を必要とする建設機械やプレス装置によく利用されている．しかし，駆

動要素とは別にコンプレッサ等の周辺機器が不可欠であり，表 1.1 では×と表示している．

圧電素子は，応答性が高く精密微動が容易であり，固体アクチュエータとして構造が簡単

である利点を活かし，精密位置決め用途に使用されている(6)-(8)．一定の変位を保持するのに

必要な電力は極めて小さいが，動的には低効率であると指摘されている(9)．さらに推力も大

きいが，ストロークが小さい欠点を持つ．超音波モータとして利用する場合，広い動作範

囲が得られるが，推力は摩擦特性に制限され，応答性は駆動周波数に依存する．また，効

Table 1.1: Comparison of actuator ’s characteristics 

電磁 静電 油空圧 圧電 超音波

高推力 ○ △ ◎ ◎ ○

高応答 ◎ ◎ ○ ◎ △

精密微動 ◎ ◎ △ ◎ ◎

長ストローク ◎ × ○ × ◎

効率 ○ ○ △ △ △

単純構造 ○ ○ × ○ ○
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率は低いと言われている(2)．高分子アクチュエータや形状記憶合金アクチュエータなど，機

能性材料の特性を活かしたアクチュエータは様々な利点が報告されている(2),(10)-(12)が，実用

上の課題が多く，表 1.1に示すアクチュエータのように広く使用されるには至っていない． 

一方，電磁アクチュエータは，高い応答性と運動精度に加え，比較的大推力で，必要な

付加設備が比較的簡素，大きなストロークの実現が容易で，エネルギー効率も比較的良好

といった特徴をもつ．すなわち，アクチュエータに求められる様々な特性に対し，多くの

点で優位性を示す(13)-(15)．そのため応用範囲が広く，精密位置決め分野においても大きな利

用割合を占めている(16)．様々な仕様の電磁アクチュエータが市販され，周辺機器の選択肢

も多く，利用環境が整っており，従来油空圧アクチュエータが利用されていた装置にも応

用が広がっている．よって多くの原理に基づくアクチュエータの中で，今後とも大きな存

在意義を保ち続けるものと考えられる． 

しかし，アクチュエータに要求される性能は年々高くなるとともに，同時に満足すべき

要求項目も増している．そのため主要位置を占める電磁アクチュエータの性能向上は重要

な課題であり，その長所をさらに高めることは，産業界の進歩に大きく貢献するものと期

待される． 

 

1.2  電磁力駆動系における課題 

自動化は現代社会の大きな流れであり，アクチュエータとその制御器を含む駆動系はそ

の中で重要な役割を果たしている．駆動系の特性は，アクチュエータ特性で明確に制約さ

れるが，電磁アクチュエータのように高い応答性と高い制御性を持つ場合には，コントロ

ーラによる特性改善が期待できる．その特徴を利用して，電磁力駆動系は生産効率に直結

する高加速・高速性や，製品品質を大きく支配する位置・運動精度，駆動効率が求められ

る装置に利用されている(17)-(19)．しかし要求される性能は近年益々厳しくなっており，その

向上が強く求められている． 

その必要とされる代表的な特性が，加速・速度特性，位置・運動精度であり，駆動効率

である．電磁アクチュエータの中でも，コア付電磁石と永久磁石の組合せは，単位電力あ

たりの推力が大きく，大ストロークの電磁アクチュエータでよく利用されている．しかし，

大きな推力を必要とする場合，推力ゲインの非線形性や推力リップルといった非線形特性

が高精度化を妨げる要因となる．また従来の電磁アクチュエータは，他のアクチュエータ

よりも駆動効率が高いが，熱による特性劣化，出力制限といった課題があり，定常推力を

長期間発生する場面では不利になる．以上のように，単一のアクチュエータが複数の要求

に応えることは難しい．以降では，加速・速度特性，位置・運動精度，駆動効率に着目し，

電磁力駆動系における問題点とこれを解決するための課題について述べる． 

 

1.2.1 電磁力駆動系における高加速・高速運動とその高精度化 

加速・速度特性と位置・運動精度は，運動システムにおける代表的な性能指標である．
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特に後者は製品の品質・性能に直結する指標である．したがって従来より重視されており，

サブナノオーダの位置決め結果が報告され(20)，半導体露光装置ではさらなる高精度化が追

求されている．しかし，多くの位置決めシステムの要求精度は，サブミクロンオーダ程度

が多い．その一方で，生産効率に直結する高加速・高速性能の要求が顕在化してきており，

年々高まっている(21)． 

高加速・高速システムとして，ボールねじを用いて加速度 1.8 G，速度 1.8 m/sの性能を

示す高速三次元測定機(22)や，加速度約 50 m/s2の性能を有する空気圧機構(23)が実現されて

いる．しかし高加速・高速で高い運動精度を実現するためには，動力伝達要素の存在しな

い電磁リニアモータの使用が効果的であり，実際多くの高加速・高速システムで電磁リニ

アモータが採用されている(24)．高精度でかつ高加速・高速性能を実現するものとして，加

速度 40 G，最大速度 5 m/s，位置決め分解能 1 mを実現する電磁リニアモータ(25)が報告

されている．さらに最大加速度 102 G，最大速度 12.2 m/sの性能を有する超高加速・高速

リニアモータが製作され(26)， 同時に 500 nm以下の位置決め性能が実現されている(27)． 

しかしながら，高推力化と引き換えに，非線形推力ゲインや推力リップルなどの顕著な

非線形性を示し，ガイドで生じる摩擦特性も加わって，高速運動時に運動精度が大きく劣

化する問題が生じている．構造・形状的に推力リップルを抑制する方法は数多く提案され(28)，

機構の無摩擦化により，非線形性を低減することは可能であるが，推力性能に影響を与え，

コストが上昇するなど，適用は難しい．そのため制御系の改良による問題解決が望ましく，

リニアモータの顕著な非線形性に対応できる制御系の構築が課題となっている． 

 

1.2.2 電磁力駆動系の高推力発生時の省エネルギー性能向上 

 環境への負荷低減の必要性やエネルギーコストの上昇のため，近年省エネルギー化の重

要性が高まっている．電磁リニアモータが体積に対して大きな推力を発生する際には，運

動エネルギーに変換されないジュール損失が問題となる．これはアクチュエータの原理的

な問題であるため，駆動方法などのソフトウェアによる低減はできず，根本的な対策が必

要である．また，この損失はコイルの体積と発生推力に大きく依存し，既存の駆動原理を

踏襲する以上，体積が制限される条件において，設計変更により損失低減を図ることも極

めて困難と考えられる． 

 一般に，小さな消費電力で大きな推力を発生する手法として，電磁モータと減速機の組

み合わせが知られ，様々な分野で広く用いられている(29)．しかしながら，減速機の利用は

速度や応答性の恒常的な低下を招き，推力の効率的発生と応答性はトレードオフの関係に

ある．もし，推力の効率的発生と高応答な性能の両立が実現すれば，鉛直荷重を効率的に

支持し，高応答に駆動できる制振機構やロボットアーム，鉛直ステージなどへの応用が期

待される． 
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 これまでに，推力の効率的発生と高応答性能の両立を目指し，複数の運動メカニズムが

研究されている．広瀬らにより，図 1.1に示す負荷に応じて自動的に減速比を変更できる直

動型負荷感応無段変速機(30)が提案され，前川らにより磁気クラッチを用いた回転型負荷感

応変速機(31)，高木・小俣らにより揺動型負荷感応無段変速機(32)が提案されている．これに

より，ロボットのグリッパなどで要求される，無負荷時の高速・高応答運動と負荷時の高

推力生成の両立を，小型構造で実現している．しかしながら，これらは本質的に変速機で

あるため，高推力と高速・高応答性能を同時に両立することは不可能である． 

これに対し，新野・吉岡らが図 1.2に示す空気圧アクチュエータと電磁アクチュエータの

Fig. 1.1: Load-sensitive variable transmission 

(a) X-screw developed by Hirose et 
al.(30) 

(b) Rotational type variable 
transmission using a magnetic 
clutch by Maekawa et al.(31) 

(c) CVT for swing motions by 
Takaki and Omata(32) 

Fig. 1.2: Pneumatic rotary actuator system using an electromagnetic force 
by Shinno and Yoshioka(33) 
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ハイブリッド構造(33)を提案している．本構造は，減速機などの速度を低下させる要素を廃

した上で，空気圧アクチュエータで鉛直荷重を支持し，電磁アクチュエータで高応答な運

動を生成する方式を採用している．空気圧アクチュエータは鉛直荷重の支持自体にエネル

ギーを消費しないため，高速・高応答な性能に加え，高推力の効率的発生を実現できる点

で理想的な構造である．しかしながら，空気圧アクチュエータを駆動するためには，コン

プレッサやエアタンクなどの付属設備が複数必要で，システム全体が大型化してしまう問

題がある．そこで，本研究においては，ポータブル化が可能な電力のみを用いたシステム

に焦点を当てる．なお，高推力発生時に問題となる消費エネルギーの増大は，特に推力を

連続的に発生する場合において顕著となる．そこで，以降では，推力を静的に発生させる

場合の消費電力に着目し，高推力の効率的発生について議論する． 

 これまで述べてきたように，特性の異なる様々なアクチュエータが存在するが，単一の

アクチュエータで高推力の効率的な発生と高応答性を両立させるのは難しい．そこで，図

1.3のように，鉛直荷重の支持や一定の把持力発生などのために高推力を連続的かつ効率的

に発生するための要素と，高応答な運動を発生する要素を組み合わせたハイブリッド構造

により，両機能の両立を図ることを考える．前者は，バイアス力として定常推力を発生す

る必要があることから，「可変バイアス要素」，後者を「高応答要素」と呼ぶ．なお，本組

み合わせは，参考文献(33)の空気圧アクチュエータと電磁アクチュエータのハイブリッド構

造を一般化したものと捉えることができる． 

可変バイアス要素は，高推力を連続的にかつ小さな消費電力で生成できることが求めら

れる．また，併用する高応答要素との融合が可能で，小型構造で両者の組み合わせを実現

できることが望ましい．一方で，電力を用いた高応答な運動生成が求められる高応答要素

には，電磁駆動要素をダイレクトドライブ構造で採用することが相応しいと考えられる．

すなわち可変バイアス要素は，ダイレクトドライブ電磁駆動要素との融合を可能とする構

成を有することが望まれる． 

 

 

Fig. 1.3: Concept of the hybrid actuator 
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1.3  本研究の目的 

 本論文では，産業界で多く用いられている電磁力駆動系を対象に，高加速・高速性能と

運動精度，省エネルギーに関する問題を明らかにし，その解決方法を提案し，有効性を実

証することを目的としている．まず高加速・高速を追求した場合の機構上の問題について

述べ，その解決が適した制御方法を適用することで可能になることを実証し，消費電力の

増大問題を提議する．次に，消費電力の問題を解決するために，磁気特性を変化させる新

たなアクチュエータを提案する．具体的には，静的ではあるが高推力を効率的に発生でき

る，感温磁性体と永久磁石を組み合わせたアクチュエータを提案・実現し，その効果を実

証する．その上でそのアクチュエータを取り込み，効率的な高推力供給と高応答運動を両

立する駆動系を提案し原理検証を行う．これにより，省エネルギー性能の高い電磁力駆動

系を実現する． 

 

1.4  本論文の構成 

 本論文の構成を以下に示す．また，フローチャートを図 1.4に示す． 

 第 2 章「高加速・高速電磁駆動系の高精度化」では，電磁リニアモータの高加速・高速

運動における課題を明らかにし，顕著な非線形性を示す電磁アクチュエータでも，適切な

制御方法を適用することにより，高加速・高速運動と高い運動精度を両立できることを実

証している．また，消費電力が増大する問題に着目し，その解決方針について議論してい

る． 

 第 3 章「感温磁性体を用いた小型・高推力アクチュエータ」では，電磁リニアモータが

高推力を発生する際に問題となる消費電力を取り上げ，これを解決する手段として，静的

な高推力を効率的に生成できる可変バイアス要素を提案している．なお，可変バイアス要

素は，電磁駆動要素により構成される高応答要素との融合を考慮し，感温磁性体を用いて

熱により発生磁力を調整し駆動される方式としている．次に，可変バイアス要素のための

アクチュエータを設計・試作し，推力特性や温度応答性などの基本特性を明らかにした後，

可変バイアス要素のみで駆動される場合の制御性能を検証している． 

 第 4章「高応答と省エネルギーを両立するハイブリッドアクチュエータとその基本特性」

では，第 3 章で提案した可変バイアス要素と高応答要素としての電磁アクチュエータとを

ハイブリッド化した，低消費電力で高推力を発生可能な高応答アクチュエータを提案して

いる．さらに，提案アクチュエータを設計・試作し，推力特性や温度応答性をはじめとす

る基本特性について明らかにしている． 

 第 5 章「ハイブリッドアクチュエータの制御性能」では，第 4 章で提案したハイブリッ

ドアクチュエータに運動制御や制振制御を適用し，制御性能を検証している． 

 第 6章「結論」では，各章で得られた結果を述べ，今後の課題について述べている． 
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Fig. 1.4: Flow chart of this thesis 
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第 2 章 高加速・高速電磁力駆動系の高精度制御 

 

2.1  緒言 

電磁力駆動系には様々な長所があり，その長所を伸ばし追求することは重要である．高

加速・高速性能は生産効率に直結する重要な性能で，運動精度は製品品質を左右する基本

的な性能であり，長年多くの研究開発が行われている．サーボ機構において本質的な性能

である両性能は，製造分野では近年ともに重要視され，高加速・高速性能による生産効率

向上と精度性能維持・向上の両立が強く求められるようになっている． 

そのような過去・現在・将来にわたる要求に応えることを目的に，加速度 100 G，速度

10 m/s を超える超高加速・高速リニアモータが設計試作され，位置決め動作において 500 

nm以下の精度が実現されている(34)．しかし，高い推力性能を実現する代償として複数の要

因から生じる強い非線形性をもってしまい，加速度や速度の増加とともに運動精度が顕著

に劣化する問題が生じ，その解決が重要な課題になっている．そこで本章では，顕著な非

線形性を有している機構でも，その加速度・速度性能を活かし，精度劣化の要因を制御技

術で解決可能であることを実証する．その上で，電磁力駆動系の残された課題であるエネ

ルギー問題について議論する． 

 

2.2  超高加速・高速リニアモータの基本構成と駆動原理 

2.2.1 基本構成 

 本研究で用いる超高加速・高速リニアモータを含む実験装置の全体写真を図 2.1 に示す．

本装置は，永久磁石を組み込んだ可動子が，電磁石である固定子の間を移動する構造を持

つ永久磁石（PM）可動型同期モータである．ここでは，本装置の構成要素について詳述す

Fig. 2.1: Prototype ultrahigh acceleration and high 
velotity PM linear synchronous motor 

Fig. 2.2: Overview of the prototype mover 
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る． 

 

・可動子 

 可動子の写真を図 2.2に，模式図を図 2.3に示す．可動子の全長は 440 mm，定盤面から

の高さは 153 mm，質量は 4.68 kgである．この可動子には，寸法 12 mm×18 mm×100 mm

の永久磁石（NEOMAX 製 NEOMAX-48BH）が中心間距離 24 mm の間隔で 18 個組み込

まれており，隣り合う永久磁石間で磁極の方向が反対になるように配置されている．永久

磁石の間には，寸法 12 mm×6 mm×100 mmのエンジニアリングプラスチックをスペーサ

として配置されている．これらが可動子上部に設けられた CFRP 製のフレームとねじで固

定され，リニアガイドのキャリアを取り付けた超々ジュラルミン製のステージに設置され

ている． 

 

・固定子 

固定子の写真を図 2.4に，模式図を図 2.5に示す．固定子は，珪素鋼板のコア歯に 1本あ

たり 100回巻のコイルを取り付けた電磁石を 18 mmピッチで配置したものであり，電磁石

56本を 1組としたとき，この電磁石 2組を対向して設置している．固定子の全長は 1 mで

ある．固定子の定盤面からの高さは 200 mmである．可動子と固定子との間隔（ギャップ）

は，調節を容易にするために 3 mmとしている． 

 

・リニアガイド 

リニアガイドはNSK製 LS15CL（ボールガイド）を用いている．36 mm間隔で 2本配

置された支持レールの上に，片側 2 個ずつ合計 4 個のキャリッジが取り付けてあり，これ

らが可動子のステージに固定され，可動子の直線運動を可能にしている．キャリッジのベ

アリングボールが金属製である場合，鉄粉が磁力によりレールなどに付着してしまう可能

Fig. 2.3: Schematic of the experimental mover 



第 2章 高加速・高速電磁力駆動系の高精度制御 

 

10 

 

性があるため，セラミックボールを使用している． 

 

・変位測定装置 

 可動子の変位測定にはレーザ干渉計を使用している．レーザ干渉計の分解能は 79.1 nm

である．光学系は，可動子の後端部に取り付けられたコーナキューブ，定盤に設置された

ベンダミラーと，定盤側面に取り付けられたインターフェロメータで構成されている．レ

ーザ干渉計のサンプリング周波数は 62.5 kHzである． 

 

2.2.2 駆動原理 

 図 2.6で示すように，本装置の電磁石は A相，B相，C相，D相と，印加する電流の正

負が逆のA̅相，B̅相，C̅相，D̅相の 8相で構成されている．図 2.7は，各相に印加する電流の

基本波形を示している．可動子位置に対して，各相の電流を図 2.7のように切り替えると，

コイルと可動子永久磁石との間に吸引・反発力が働き，可動子には正の向きに推力が発生

する．可動子が 6 mm進む毎に，各相に印加される電流の向きが順に切り替えられ，特定

の相に注目すると電流は 48 mm周期で切り替えられる． 

 

2.2.3 駆動性能 

 現状の駆動性能は，最大加速度 79.4 G，最大速度 11.1 m/sとなっている(35) ．なお，固

定子・可動子間のギャップを 1 mmにすると最大加速度 100 G，最大速度 12 m/sの駆動性

能を実現できる(34)が，ギャップ調整を簡単化するため，ギャップを 3 mmとしている． 

 

 

Fig. 2.4: Overview of the experimental stator Fig. 2.5: Schematic of the experimental stator 



第 2章 高加速・高速電磁力駆動系の高精度制御 

 

11 

 

 

2.3  高加速・高速運動制御系の課題 

 本節では，超高加速・高速リニアモータのために設計された軌跡制御系について述べる．

本研究で議論のたたき台となる基本の運動制御系は，PID 制御器を用いた一般的なフィー

ドバック制御器に加え，高加速・高速運動に要求される高い応答性に対応するために，リ

ニアモータの力学モデルを基礎としたフィードフォワード要素を備えている．さらに，補

償器で除去しきれない誤差発生要素の影響を低減する目的で，外乱オブザーバが使用され

ている． 

本リニアモータは，高推力化のために非線形性の強いコア付電磁石を使用している．そ

のため，コギング力や，磁気飽和に起因する非線形特性によって，運動性能の劣化が懸念

され，摩擦力も作用する．これらの影響の低減が本制御系においては要である．そこで，

コギング力補償のために専用のフィードフォワード要素を用い，磁気飽和の影響の補償の

ために，操作量を印加電流に変換する部分に，非線形推力ゲインを補償する線形化補償器

を用いている．さらに急峻に変化する摩擦特性を補償するフィードフォワード要素を組み

込んでいる．以上の制御器を含む制御系のブロック線図を図 2.8に示す．以降では，本制御

A

B

D

C

A

C

B D

A

B

D

C

AA

CC

BB DD

Fig. 2.6: Sequence arrangement of phases Fig. 2.7: Driving current command as the 

function of the mover’s position 

Fig. 2.8: Block diagram of the basic control system 



第 2章 高加速・高速電磁力駆動系の高精度制御 

 

12 

 

系で使用している各制御器の具体的な構成と，制御系の問題点について説明する． 

 

2.3.1 運動制御系で使用している制御器 

 本制御系で使用している制御器とその機能は以下の通りである．なお，制御系のサンプ

リング周波数は 16 kHzである． 

 

・PID制御器 

 比例・積分・微分の各補償器を並列に接続した PID制御器を用いている．積分器はワイ

ンドアップを防ぐために，条件付き積分器としている．積分値凍結条件を以下に示す．𝑢𝑖を

積分値，∆𝑢𝑖を積分値の変化量，𝑒を誤差，𝑢𝑜を比例値と微分値の和，𝑢𝑠を制御入力の最大

値とする． 

 ∆𝑢𝑖 = {
0,       (|𝑢𝑜 + 𝑢𝑖| > 𝑢𝑠     𝑎𝑛𝑑    𝑒 ∙ 𝑢𝑖 ≥ 0)

𝑒,            𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑤𝑖𝑠𝑒                                      
 (2.1)  

 また，比例要素と微分要素については，再現性のない高周波振動を低減するためにゲイ

ンスケジューリングをおこなっている．比例ゲインは誤差に対して 3 段階，微分ゲインは

誤差の時間変化に対して 2段階に切り替えている．図 2.9に使用したゲイン関数を示してい

る． 

 

・逆モデルに基づくフィードフォワード制御器 

 応答性向上を目的として，線形マス・ダンパモデルの逆関数により記述されるフィード

フォワード制御器を用いている．制御対象の逆関数𝑃𝑖𝑛𝑣は式(2.2)で表現され，𝑚は可動子の 

質量(𝑚 = 4.68kg)，𝑐は粘性摩擦係数(𝑐 = 30N ∙ s m⁄ )，𝑇はサンプリング時間(𝑇 = 1 16000s⁄ )

である．なお，式(2.2)は後退差分法を用いて近似的に離散化されている． 

 𝑃𝑖𝑛𝑣 = 𝑚 ∙
(𝑧 − 1)2

(𝑇 ∙ 𝑧)2
+ 𝑐 ∙

𝑧 − 1

𝑇 ∙ 𝑧
 (2.2)  

Fig. 2.9: Gain-scheduling functions 

(a) Proportional gain (b) Differential gain 
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・クーロン摩擦補償器 

 可動子を駆動する際には駆動を妨げる向きに力が発生するが，本補償器はこれをすべて

摩擦力とみなし，打ち消すための信号を発生する．この摩擦力は，駆動方向反転時に立ち

上がりに遅れが生じ，正弦波応答時のクーロン摩擦力𝐹𝑐は式(2.3)のように近似的に表現され

る． 

 𝐹𝑐 =

{
 
 

 
 
                      −𝐹𝑐𝑛                                         (𝑣 < 0, 𝑎 ≥ 0)

  𝐹𝑐𝑝 − (𝐹𝑐𝑛 + 𝐹𝑐𝑝) ∙ exp(𝑘|𝑣|)     (𝑣 ≥ 0, 𝑎 ≥ 0)

                         𝐹𝑐𝑝                                         (𝑣 ≥ 0, 𝑎 < 0)

    −{𝐹𝑐𝑛 − (𝐹𝑐𝑛 + 𝐹𝑐𝑝) ∙ exp(𝑘|𝑣|)}      (𝑣 < 0, 𝑎 < 0)

 (2.3)  

ここで，𝑣は目標値の後退差分により求められる速度であり，𝑎はさらに後退差分をおこな

って求められた加速度である．速度が正のときのクーロン摩擦力を𝐹𝑐𝑛 = 23.5 N，負のとき

のクーロン摩擦力を𝐹𝑐𝑝 = 31.5 Nとしている．また，𝑓を入力周波数，𝐴を入力振幅としたと

き，𝑘を次式のように表現する． 

 𝑘 = −
3

(2𝜋𝑓𝐴)0.9
−

15

𝑓1.25
 (2.4)  

なお，速度－摩擦力特性を示す摩擦モデルを図 2.10に示している． 

 

・コギング補償器 

 本リニアモータでは，大推力化のためにコア付電磁石とネオジム磁石を使用しており，

その組み合わせにより生じるコギング力が運動性能を大きく劣化させる．そこで，コギン

グ力抑制用の補償器を追加している．本補償器は，コギング力の測定値を基に決定されて

いる．コギング力を測定するために外乱オブザーバを使用し，駆動範囲全体を 1 周期とし

たオフライン学習を行い，補償器を設計している． 

 

 

 

 

Fig. 2.10: Friction model for the coulomb friction 
compensator 
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・外乱オブザーバ 

 マス・ダンパモデルの状態空間表現を用い，制御対象に作用する外乱を観測し，影響を

除去する機能を有する．逆モデルに基づくフィードフォワード補償器や摩擦補償器，コギ

ング補償器で抑制しきれない誤差発生要素の影響を低減するために利用される．可動子に

作用する推力と可動子位置を入力とし，外乱を出力する．外乱オブザーバのブロック線図

は，図 2.11 に示す通りである．なお，図中の𝐴𝐺，𝐵𝐺，𝐶𝐺，𝐷𝐺は，制御対象を式(2.5)の状

態方程式で外乱力𝑥𝑑を含めて表現した際に，式(2.6)で定義される値である．また，オブザ

ーバゲイン行列を𝐿とする． 

 

[
𝑥(𝑘 + 1)

𝑥𝑑(𝑘 + 1)
] = [

𝐴𝑎𝑎 𝐴𝑎𝑏
𝐴𝑏𝑎 𝐴𝑏𝑏

] ∙ [
𝑥(𝑘)

𝑥𝑑(𝑘)
] + [

𝐵𝑎
𝐵𝑏
] ∙ 𝑢[𝑘] 

𝑦 = [1 0] ∙ [
𝑥(𝑘)

𝑥𝑑(𝑘)
] 

(2.5)  

 
𝐴𝐺 = 𝐴𝑏𝑏 − 𝐿𝐴𝑎𝑏, 𝐵𝐺 = 𝐵𝑏 − 𝐿𝐵𝑎,  

𝐶𝐺 = 𝐴𝑏𝑎 − 𝐿𝐴𝑎𝑎, 𝐷𝐺 = [0 1] 
(2.6)  

 

・線形化補償器 

 本リニアモータは，強力な永久磁石を用い大電流を通電することで大推力を発生させる．

そのため，大推力発生時には非線形磁気特性の影響が顕著になり，コイルへの通電電流と

推力との関係は非線形になる．そのため，推力ゲインの非線形性を除く目的で線形化補償

器を挿入している．なお，線形化補償器は実機で測定した静推力特性に基づいて決定され

ている． 

 

2.3.2 運動制御系の問題点 

 本運動制御系では，正弦波応答とランプ応答において，低速時に高い軌跡精度を実現し

ている．周波数 0.5 Hz，2 Hz，振幅 10 mm，50 mm，100 mmの正弦波応答において，追

従誤差は 1.74 m以下となった．一例として，周波数 2 Hz，振幅 50 mmの正弦波応答に

おける追従誤差を図 2.12に示す．また，図 2.13に示すように，ランプ応答においては，速

Fig. 2.11: Block diagram of the disturbance observer 
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度 50 mm/sのときに追従誤差が 0.86 m以下，速度 100 mm/sのときに追従誤差が 2.34 m

以下であった． 

 しかし，入力信号の振幅や周波数を増加させて高速運動させると誤差が増大し，特に正

弦波応答においては，入力信号と同じ周波数の振動が見られ，性能が大きく劣化した．図

2.14は，周波数 20 Hz，振幅 10 mmの正弦波応答における追従誤差を示しており，加速度

が大きい運動範囲の両端付近において，特に追従誤差が大きくなっていることがわかる．

本制御系では，超高加速・高速リニアモータで生じ得る磁気的な非線形性のうち，すでに

コギング力と磁気飽和は補償されている．その一方で，電流と可動子位置の両者に依存す

る推力リップルは補償されていない．また，本リニアモータでは高推力化のために方形波

通電を採用しており，高速運動時には位相切り替え時の電流波形に遅れが生じることとな

る．これらの影響により，高加速・高速運動時には顕著な誤差が発生するものと考えられ

る． 
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Fig. 2.12: Experimental tracking error for the sinusoidal reference motion with the control 
system in Fig. 2.8 (frequency: 2 Hz, amplitude: 50 mm) 
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2.4  学習制御器を用いた高加速・高速性能と高精度性能を両立する運動制御系 

 2.3節では，リニアモータの非線形性を個別に補償した基本的な運動制御系を用いて高加

速・高速運動を行う場合において，運動精度が顕著に劣化する問題を示した．本節では，

2.3節で説明した運動制御系の問題点を踏まえ，高加速・高速性能と高精度性能を両立でき

る学習制御を用いた運動制御系を構成し，その有効性を検証する． 

 

2.4.1 B-splineネットワークを用いた学習制御器 

 2.3節で説明した運動制御系では，高加速・高速運動時において運動精度が大きく劣化す

る問題が生じている．本リニアモータは，高推力化のためにコア付電磁石を使用しており，

高い加速度を得るために大電流領域で駆動される．可動子位置のみに依存するコギング力

や，磁気飽和に起因する電流・推力間の非線形ゲインは 2.3節の運動制御系でも補償されて

いたが，推力リップルは可動子位置と電流の両者に依存し，なおかつ磁気飽和の影響も含

まれる．そのため，それらが考慮されない不正確さが運動精度劣化の大きな原因になって

いると考えられる．しかし正確なモデル化が困難で，得られるモデルは複雑になる(36)ため，

モデルベースの補償器設計は現実的でなく，問題解決には適さない．また，高速運動にお

いて運動精度を向上するためには高い応答性が必要であり，遅れ要素を含む外乱オブザー

バでは誤差発生要因の変化に追従できない．その一方で，追従誤差には高い再現性が確認

される．このような性質の問題解決には，学習制御の使用が有効と考えられる． 

 学習制御法には様々な方法が存在し(37)-(44)，その中でも既存の制御系に学習制御器を加え

て性能を向上させる方法が，これまでに複数紹介されている(37)-(40)．運動精度劣化の要因と

なる外乱力は，運動目標値の周波数に伴って増大する．そこで，ここでは，高速運動に対

する高い応答性を期待して，文献(37),(38)で提案されている方法を採用した．この学習制御法

は，学習機能を有するフィードフォワード制御器を用いることで，学習とともに制御器の

出力を更新し，追従誤差を減少させる．図 2.15 に示すように，追従誤差をゼロに収束させ
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Fig. 2.14: Experimental tracking error for the sinusoidal reference motion with the control 
system in Fig. 2.8 (frequency: 20 Hz, amplitude: 10 mm) 
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るために，フィードバック制御器の出力をゼロに収束させるよう学習を行う．また，フィ

ードバック制御器の出力値に B-spline 補間を用いてフィルタリングすることで，高周波領

域における安定性を確保している． 

 採用した学習アルゴリズムを具体的に説明する．本学習制御法は，所定の運動を繰り返

し行うことで学習を進める．繰り返しおこなわれる運動の周期を，ここでは運動周期と呼

ぶことにする．運動周期の現在の回数を𝑗，サンプリング時間をℎ，現在の運動周期の始まり

から数えた現在の時間までのサンプリング数を𝑘，学習制御の出力を𝑢𝐹
𝑗 (𝑡)，学習に基づいた

値（後述）を𝑣𝑗(𝑡)，学習ゲインを𝛾とする．このとき， 

 𝑢𝐹
𝑗 (𝑘ℎ) = 𝑢𝐹

𝑗−1(𝑘ℎ) + 𝛾𝑣𝑗−1(𝑘ℎ) (2.7)  

となるように学習する． 

次に，フィードバック制御器の出力に B-spline補間を施し，𝑣𝑗(𝑡)を求める方法を説明す

る．まず，図 2.16 に示すように基底関数を考える．1 個の基底関数は三角に変化する部分

を 1箇所有しており，残りの部分は全てゼロであると考える．1つの運動周期には複数の基

底関数が存在するが，三角形をなす部分が現れる順番により，運動周期の最初から𝑏1,𝑏2⋯の

ように基底関数を定義する．基底関数は三角形をなす部分において，どれも隣の基底関数

の三角形の部分と重複している．フィードバック制御器の出力を𝑢𝐶
𝑗 (𝑡)，基底関数𝑏𝑖の値を

𝜇𝑖(𝑡)とし，1つの運動周期が𝑁𝑝個のサンプル時間で構成されているとすると，𝑣
𝑗(𝑡)は 

 𝑣𝑗(𝑘ℎ) =∑𝜇𝑖(𝑘ℎ)
∑ 𝜇𝑖(𝑙ℎ)𝑢𝐶

𝑗(𝑙ℎ)
𝑁𝑝
𝑙=0

∑ 𝜇𝑖(𝑙ℎ)
𝑁𝑝
𝑙=0

𝑁

𝑖=1

 (2.8)  

と表現される．この式について説明をする．特定の基底関数に着目したとき，まずその基

底関数全体でフィードバック制御器の出力値の重みつき平均をとる．次にその値と，現在

Fig. 2.15: Conceptual block diagram of the learning control system 

Fig. 2.16: Basis functions of the learning control 
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の時間における基底関数の値を掛け合わせ，𝑣𝑗(𝑘ℎ)とする．式(2.7)，式(2.8)より，学習制

御のアルゴリズムは， 

 𝑢𝐹
𝑗 (𝑘ℎ) = 𝑢𝐹

𝑗−1(𝑘ℎ) + 𝛾∑𝜇𝑖(𝑘ℎ)
∑ 𝜇𝑖(𝑙ℎ)𝑢𝐶

𝑗 (𝑙ℎ)
𝑁𝑝
𝑙=0

∑ 𝜇𝑖(𝑙ℎ)
𝑁𝑝
𝑙=0

𝑁

𝑖=1

 (2.9)  

となる．基底関数の広さを示す指標として𝑚を考え，基底関数の三角形をなす部分に2𝑚個

のサンプル点が存在するものとする．すなわち，𝑚はフィルタリングの帯域を決定するパラ

メータであると言うことができる． 
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Fig. 2.17: Effect of the disturbance observer on the tracking error of the learning control 

system for the sinusoidal reference motion 

(frequency: 20 Hz, amplitude: 10 mm) 

Fig. 2.18 : Block diagram of the learning control system  
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2.4.2 学習制御系の構成 

 本研究では，2.3節で述べた基本的な制御系に学習制御器を組み込んで新しい制御系（学

習制御系）を構成する．本制御系は，高加速・高速運動を目的としている一方で，低周波

成分まで学習を行うことが可能である．そのため，低周波領域の特性に寄与する制御器は

不要になると考えられる．そこで，PID 制御器の積分器を除去することにした．また，外

乱オブザーバも低周波の外乱推定のために用いられる要素であるため，使用の意義やこれ

による影響を実験的に調査した．図 2.17は，周波数 20Hz・振幅 10mmの正弦波応答実験

によって得られた追従誤差であり，学習によって追従誤差が十分小さくなり，以降の学習

による改善が見られなくなった後の運動を示している．学習制御器と外乱オブザーバを併

用した場合の追従誤差を緑線，外乱オブザーバを除去した制御系での追従誤差を赤線で示

している．前者と比較し後者は振動が軽減されており，外乱オブザーバを除去した方が，

性能が向上することがわかる．外乱オブザーバと学習制御の併用により振動が増えたと考

え，外乱オブザーバを除去することにした．以上の議論を踏まえて構成した制御系を図 2.18

に示す． 

本リニアモータはコイルに大きなインダクタンスを有しており，電流が指令値より若干

遅れることが確認されている．この電流遅れにより生じる悪影響を低減するために，学習

制御器の出力値を時間的に進めて出力している．実験により最適な進み時間を求めた結果，

進み時間を 6サンプル時間と決定した． 

学習制御器には性能を決める重要なパラメータが 2個存在し，基底関数の広さを示す𝑚と，

式(2.7)で示す学習ゲイン𝛾を適切に調節する必要がある．基底関数の広さを示す𝑚は，

B-spline補間によるフィルタリングの周波数帯域を決定する．𝑚が小さい場合は周波数の高

い振動を含めて学習できることになるが，高周波振動に対する感度が上がり高周波振動に

対する安定性が低下する．逆に𝑚が大きい場合は高い安定性が期待できるものの，高周波振

動に対する感度が低下し，高周波領域の外乱の影響を学習できない．そのため目標軌跡の
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Fig. 2.19: Effect of the parameter m of the learning control element on the tracking 
error for the sinusoidal reference motion (frequency: 20 Hz, amplitude: 10 mm) 
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周波数が大きくなると誤差も増加する．図 2.19は，周波数 20 Hz，振幅 10 mmの正弦波

応答実験において𝑚が誤差波形に与える影響を図示している．𝑚を小さく𝑚 = 15とした場合

は追従誤差が振動的になり，𝑚を大きく𝑚 = 40とした場合は学習をしない場合に生じる高

周波の誤差波形を抑制できていない．これらの実験により，最適な値として，𝑚 = 25と決

定した． 

学習ゲイン𝛾は，学習に必要な時間や制御の安定性に影響を与える．一般に，𝛾を大きく

すると学習に必要な時間は減少するが，制御の安定性は低くなる．実験的に，𝛾 = 0.8と決

定した．  

 

2.4.3 学習制御系の評価 

 2.4.2 項で構成した学習制御器付運動制御系を用いて，正弦波入力やランプ入力を目標値

とする軌跡制御実験を行った．その結果を 2.3節図 2.8の制御系を用いた結果と比較し，有

効性を評価する．なお，誤差が十分収束し，学習をこれ以上繰り返しても誤差の低減が見

られなくなった段階での運動周期の結果を，制御結果として使用する．また，再現性のな

い振動を含めて性能を議論するため，学習制御器の出力波形を同一にして同じ運動周期に
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Fig. 2.20: Comparison of experimental tracking errors with the basic control system and the 
learning control system for sinusoidal reference motions 

(a) Frequency: 20 Hz, amplitude: 10 mm (b) Frequency: 10 Hz, amplitude: 20 mm 

(c) Frequency: 8 Hz, amplitude: 40 mm (d) Frequency: 6 Hz, amplitude: 50 mm 
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ついて複数回実験しており，その中で追従誤差が最大となる結果を表示している． 

 図 2.20は，周波数 20 Hz・振幅 10 mm，周波数 10 Hz・振幅 20 mm，周波数 8 Hz・振
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Fig. 2.21: Comparison of experimental tracking errors with the basic control system and the 
learning control system for ramp reference motions 

Fig. 2.22: Error reduction with the improvement of the control system 
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幅 40 mm，周波数 6 Hz・振幅 50 mmの正弦波入力時における学習制御系の追従誤差をそ

れぞれ赤線で示しており，2.3節で説明した基本的な制御系の結果も緑線で合わせて示して

いる．制御系の改良により，全ての場合で追従性能が向上しており，問題となっていた入

力波形と同じ周波数での振動を抑制できていることが確認できる． 

 学習制御系を用いてランプ応答実験を行い，高速時の運動性能を評価した．図 2.21 は，

速度 0.6 m/s，1 m/s，2 m/sのランプ応答実験における追従誤差をそれぞれ赤線で示してお

り，2.3節で説明した基本的な制御系の結果も緑線で合わせて示している．いずれの結果で

も学習制御器による改善効果が観測され，特に速度 0.6 m/s，1 m/sでは顕著に効果が現れ

ている． 

 以上の実験結果をまとめ，追従誤差と最大加速度・最大速度との関係を示したのが図 2.22

である．図 2.8に示す基本的な制御系における追従誤差の最大値を赤と青の円柱の合計高さ

により表現し，図 2.18 に示す学習制御系における追従誤差の最大値を赤の円柱の高さで表

現している．なお，ランプ応答実験の結果は，最大加速度がゼロの運動として記している．

最大加速度または最大速度が増加するにつれ，学習制御系を用いることによる追従誤差の

低減量が増加しており，特に最大加速度が大きい場合において，誤差の低減効果が顕著に

なることがわかる．加速度が大きい場合は発生推力が大きく，これに伴う強い非線形性が

主要な誤差発生要因になっていると考えられる．2.3節の基本的な運動制御系では運動精度

向上のために外乱オブザーバを使用しているが，学習制御系における学習制御器の方が高

い周波数領域での高い誤差低減能力を有することがわかる． 

 

2.4.4 高推力駆動時の消費電力 

 高加速運動のためには電磁リニアモータで高推力を発生させることが必要であり，その

コア付電磁石の強い非線形性により運動精度が顕著に劣化する問題とその解決策について，

これまでに述べた．その一方で，発生力は電流に比例するため，高推力駆動時には消費電

力の増加が新たな問題になると考えられる．一例として，図 2.20 (a)に示す周波数 20 Hz・

振幅 10 mmの正弦波運動においては，コイルにおける平均損失は 51 Wと計算され，最大

加速度を発生する推力 760 N発生時の損失は 110 Wと計算される．これらの値には，運動

エネルギーを生成するための電力は含まれていないため，減速時のエネルギーを全て回収

できない場合には，これより大きな消費電力が発生することになる．可動子を毎秒 20往復

させるのに要求される単位時間当たりの運動エネルギーは 148 Wであるため，消費電力に

対する損失の占める割合が大きいことがわかる．電磁コイルを用いて駆動力を発生する以

上，損失の発生は避けられず，小型化によりコイル体積が減少した場合には，さらなる消

費電力の増大が見込まれる．制御系や運動軌跡の修正により動的な消費電力を改善する例

もあるが，静的な消費電力を制御系の改良によって改善することは不可能であり，用途に

よってはその影響は大きい．今後，省エネルギー化の重要性が高まっていくものと考えら

れ，本問題を解決するための新たなアクチュエータの構成を検討する必要があると考えら
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れる． 

 

2.5  結言 

 本章では，電磁リニアモータによる高加速・高速運動と高精度運動に特に着目し，これ

らを両立する上で生じる課題を明らかにし，解決することを目的とした．まず，個別の非

線形補償要素を含む基本的な運動制御系を超高加速・高速リニアモータに適用し，軌跡運

動時の運動精度を検証した．低速運動時にはサブミクロンオーダの軌跡精度が実現された

ものの，加速度・速度を増加させるにつれ，運動精度の顕著な劣化が確認された．誤差は

主に高推力駆動によって生ずる非線形性に起因すると考えられ，複雑な特性を示す一方，

高い再現性を示している． 

そこで，学習機能を有するフィードフォワード制御器を適用し，複雑なモデルを用いな

い運動制御系を設計し，評価した．その結果，高加速・高速運動時における運動誤差の大

幅な低減に成功した．周波数 20 Hz・振幅 10 mmの正弦波運動においては，6.65 mの追

従誤差が 1.62 m に低減された．特に，高加速度時の追従誤差が大幅に低減されており，

高推力時における非線形性の悪影響が大幅に低減されたと考えられる． 

一方で，高推力時には電力消費が大きく,その低減が課題として残されている．特に静的

な電力消費は制御系による改善は不可能で，本リニアモータに限定せず広く電磁力駆動系

の課題である．したがって，省エネルギー化の重要性が高まることを踏まえ，低消費電力

での高推力駆動を可能とする新たなアクチュエータの実現が必要と考えられる． 
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第 3 章 感温磁性体を用いた 

小型省エネルギーアクチュエータ 

 

3.1  緒言 

省エネルギー化が強く求められている現在，駆動効率の高い電磁アクチュエータを用い

た駆動系は産業界において広く使用されており，省エネルギー性能のさらなる向上に向け

て様々な努力がなされている(45),(46)．しかし電磁アクチュエータは本質的に，高推力発生時

に運動エネルギーに変換されないジュール損失が大きくなる問題がある．特に，高推力を

連続的に発生する用途では，コイルの温度が顕著に上昇し，部材の許容温度の制約のため

定格推力を小さくせざるを得ない． 

小さな消費電力で高推力を発生する駆動系として，電磁モータと減速機の組み合わせが

一般に用いられている．しかしながら，減速機を使用すると応答性が大きく低下してしま

う．すなわち，推力の効率的発生と応答性にはトレードオフの関係が存在する．高推力の

効率的発生と高応答性が両立できれば，高応答の鉛直荷重の支持機構が実現でき，鉛直制

振機構やロボットアーム，鉛直ステージなどへの応用が期待される．例えば，凹凸のある

路面を走行するロボット車両に姿勢制御装置が使用されることがある(47)が，もし高応答な

駆動が可能であれば，アクティブ制振メカニズムとして利用でき，ロボット車両を高性能

な輸送装置として利用可能になる．また，報告されたワイヤ駆動機構を用いた重力補償装

置(48)では特定の荷重のみ補償が可能であり，もし任意の荷重を補償できれば，荷重に関係

なく小さな消費電力でロボットアームを高応答に駆動できると考えられる． 

そこで，鉛直荷重に応じた推力を連続的かつ効率的に発生するための要素「可変バイア

ス要素」と，高応答な運動を発生する要素「高応答要素」を組み合わせ，融合させたハイ

ブリッド構造をもつアクチュエータにより，両機能の両立を図ることを考える．対象とす

るアクチュエータはさらに，小型化，取扱いの容易さを重視し，電気により駆動され，高

応答要素として応答性の高いダイレクトドライブ電磁駆動要素を用いるものとする． 

本章では，高推力の連続的・効率的発生に適した可変バイアス要素のためのアクチュエ

ータの構成を提案し，試作機を用いて原理検証を行う．なお，本アクチュエータは，高応

答要素と組み合わせて使用されるため，電磁力により駆動される高応答要素との融合性に

配慮し，構成を検討する．  

 

3.2  感温磁性体のアクチュエータへの利用 

鉛直荷重に応じた推力を連続的かつ効率的に発生する方法として，これまでに様々な方

法が提案・利用されている．高応答なアクチュエータをばねと併用すれば，鉛直荷重は全

てばねにより支持されるため，アクチュエータは高応答運動の生成のためだけに機能し，
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荷重を支持するためにエネルギーを消費しない．本組み合わせは単純な構造で，鉛直制振

メカニズムとして広く使用されている(49),(50)．しかしながら，荷重とばね剛性で決定される

位置が安定点となる．アクチュエータを他の位置に変位させる場合，ばねによる復元力に

拮抗するだけの力を発生させるための余分なエネルギー消費が生じてしまう．よってこの

組み合わせは，全駆動範囲に渡って一様なバイアス力を発生することが望まれる可変バイ

アス要素には適さない．機械的なばねの代わりに永久磁石と電磁石の間に生じる負ばねを

利用したゼロパワー磁気浮上系においても，同様の問題が存在する(51),(52)．定荷重ばねを用

いれば復元力の問題は生じないが，任意の荷重を支持できない． 

一方で，全駆動範囲に渡って任意の鉛直荷重に拮抗する力を発生させる方法として，複

数の方式の重力補償装置が提案されている．てことばねの組み合わせによる方式は，変位

によらない一定荷重を作り出すことが可能で，ばねの向きによって荷重を変更できる(53)．

永久磁石により生じる負ばねと線形ばねを組み合わせた方式も一定荷重を生成でき，線形

ばねの初期変位を調節することによって荷重を変更できる(54)．しかしながら，これらのパ

ッシブな重力補償装置は自律的に荷重調節を行うようになっていない．荷重調節を自動化

するためには別途アクチュエータが必要で，高応答要素と組み合わせた際にシステムが複

雑化，大型化する問題がある． 

そこで，可変バイアス要素と高応答要素とを機能的，構造的に融合することにより，シ

ステムの小型化・簡略化を図る．そのためには，両要素が駆動要素を共有していることが

必要である．そこで，どちらか一方の磁気特性が可変である永久磁石と磁性体の組み合わ

せにより力を生成する方式を可変バイアス要素に採用する．これにより，永久磁石や鉄ヨ

ークなどの磁気駆動のための構成要素を，高応答要素として用いる電磁駆動アクチュエー

タと共用することが可能となり，小型・簡略なハイブリッド構造の実現を可能にすると考

えられる． 

永久磁石と磁性体の組み合わせは，永久磁石の大きなエネルギー密度を利用できるため，

小型構造で大きな推力の発生が可能である．本研究では，図 3.1のように，磁気特性を変化

させることのできる磁性材料として，温度により特性が変化する感温磁性体（TSMM）の

使用を検討する．感温磁性体は鉄とニッケルの合金であり，材料特性の詳細は公表されて

いないが，本論文では 36Ni-Fe の特性を参考に解析を行っている．また，永久磁石と感温

磁性体を用いた可変バイアス要素は熱により駆動されるため，電磁アクチュエータで問題

となるコイルからの発熱を感温磁性体の加熱に利用可能である．そしてその熱を有効利用

Fig. 3.1: Combination of PMs and TSMMs as the variable bias element 
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する構造的工夫により，アクチュエータ構造や駆動回路を簡略化できる可能性がある． 

図 3.2 に感温磁性体の B-H カーブを示す．一般に，磁性体に印加する磁場とともに内部

を通る磁束密度も増加するが，さらに増加させると磁束は飽和磁束密度で飽和する．これ

とは別に，感温磁性体の場合は，温度を増加させると飽和磁束密度が低下する特性を有す

る(55)．すなわち，永久磁石と感温磁性体の組み合わせは，熱によって発生推力が変化する

特性を示すため，アクチュエータとして利用できる．さらに，感温磁性体を周囲と断熱さ

せることができれば，連続推力を発生するために必要となる温度保持の消費電力を大幅に

低減することも可能となる．以上のことから本組み合わせは，可変バイアス要素を構成す

るアクチュエータとして相応しいものと考えられる． 

 

3.3  駆動原理 

感温磁性体と永久磁石の組み合わせにより駆動されるアクチュエータには，複数の研究

例が存在する．図 3.3に示すように，バッテリの異常加熱を検出して回路を遮断するサーモ

スイッチ(56)や，温度によって流量を調節するバルブアクチュエータ(57)などが研究されてい

る．前者は，一定以上の温度を検出した場合に作動するオン・オフ動作のみが可能であり，

後者は，ソレノイドの構造を基本としているため変位によって発生推力が大きく変動する．

いずれのアクチュエータも可変バイアス要素には適しておらず，適切なアクチュエータ構

造を明らかにすることが必要である． 

 

Fig. 3.2: Conceptual B-H curve of TSMMs 

(a) Thermo switch for protecting a battery 

by Hirata et al.
(56) 

(b) Valve actuator for controlling water 

temperature by Yamasawa
(57) 

Fig. 3.3: Actuators driven by the combination of PMs and TSMMs
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3.3.1 推力発生原理 

ここでは，推力が温度のみに依存し，変位によらず一定の発生力を生成できる，可変バ

イアス要素に相応しいアクチュエータの構造を検討する．式(3.1)で表現されるように，エ

ネルギー保存則より，永久磁石の磁気エネルギーにより駆動されるアクチュエータが位置𝑥

から∆𝑥だけ変位する際に生ずる力学的エネルギー∆𝑊は，永久磁石を含む磁気回路における

全磁気エネルギー𝑊𝑚𝑎𝑔の減少分に等しい． 

 ∆𝑊 = −(𝑊𝑚𝑎𝑔(𝑥 + ∆𝑥) −𝑊𝑚𝑎𝑔(𝑥)) (3.1)  

また，発生力𝐹は力学的エネルギーを変位で微分した値に等しいため，式(3.1)を用い式(3.2)

で表現される． 

 𝐹 =
𝑑𝑊

𝑑𝑥
= −

𝑑𝑊𝑚𝑎𝑔

𝑑𝑥
 (3.2)  

これより，発生力が変位によらず一定となるためには，磁気エネルギーの変化が変位に対

して一定となるような構造を採用する必要があることが理解できる． 

 図 3.4に，本研究で採用するアクチュエータの推力発生原理を示す．可動子に永久磁石が

配置され，固定子側に固定された板状の感温磁性体と対向する構造となっている．可動子

に配置された永久磁石は磁極の向きが交互になるよう面方向に配列されているため，永久

磁石から生ずる磁束は，感温磁性体または鉄ヨークを通り，隣の永久磁石へ到達する．こ

れにより，可動子と感温磁性体の間には，両者が重なり合う面積が増加する向きに力が発

生する．永久磁石の感温磁性体と対向している部分から出る磁束は感温磁性体を通るが，

対向していない部分から出る磁束は空気中を通ることになる．可動子と感温磁性体の対向

面積が大きくなると，それに伴い感温磁性体を通る磁束が多くなり，空気中を通る磁束は

少なくなるが，その変化量は可動子の変位によらず一定となる．よって，磁気エネルギー

の変化は可動子変位によらず一定となり，式(3.2)より，発生推力も可動子変位によらずに

一定となる． 

図3.5に示すように本アクチュエータでは，感温磁性体が長手方向に2枚配置されている．

2枚の感温磁性体に温度差を発生させると，磁気的なアンバランスが生じ，可動子が駆動さ

れる．具体的には，可動子と 2 枚の感温磁性体との間に働く各々の吸引力の差により推力

Fig. 3.4: Basic principle of the thrust 
generation

 
Fig. 3.5: Thrust generation by the temperature 
difference of two TSMM plates
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が発生し，温度の低い感温磁性体側に可動子が移動する． 

 

3.3.2 温度調節原理 

 本アクチュエータは感温磁性体の温度変化により推力を発生するため，温度調節が必要

である．簡単な加熱方法としては，電線から発生するジュール熱を用いる方法がある．し

かし能動的な冷却ができない．そのため熱抵抗を小さくし熱を散逸しやすくする構造が必

要となるが，加熱や温度保持の時には必要熱量が大きくなり，応答性や効率が低下してし

まう．つまり，加熱・温度保持時の性能と冷却時の性能との間にトレードオフが生じてし

まう． 

 本章では，冷却機能を有するペルチェ素子を使用することでこの問題を解決する．ペル

チェ素子の成績係数が 1 より大きいことを考えると，投入する電力量に比べ操作する熱量

が大きくなり，応答性や効率の面で有利になることが期待される．そこで本章では，熱源・

冷熱源としてペルチェ素子を採用した． 

 図 3.6に，温度調節機能をもつ提案アクチュエータの基本構成を示す．2枚の感温磁性体

の下には，一対のペルチェ素子が配置され，温度調節を行う構成になっている．なお，ペ

ルチェ素子の下面は銅製ベースに固定され，熱が散逸しやすくしている． 

 

3.4  アクチュエータの設計 

 前節までに決定した構成要素とその配置を前提に，永久磁石厚さ，極数，感温磁性体厚

さを決定する．本アクチュエータは，永久磁石の有する磁気エネルギーを感温磁性体の特

性を用いて制御することで，駆動される．そのため設計では，まず磁気エネルギーの源で

ある永久磁石の厚さを最初に決め，続いて永久磁石の極数や感温磁性体の厚さを決定した．

後述のように，本アクチュエータの有効性を検証するために，同サイズの電磁アクチュエ

ータの性能と比較する．そのため．試作アクチュエータが既存のアクチュエータと同程度

の寸法となるように永久磁石の厚さを最初に 3 mm と決定した．この条件で，以降，他の

パラメータを決定する． 

Fig. 3.6: Basic structure of the proposed actuator
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 残されたパラメータは磁場解析を用いて決定する．図 3.7は解析で用いる可動子・固定子

モデルであり，感温磁性体の温度が 22 ℃と 82 ℃の時に作用する推力を，可動子位置ごと

に求めた．実際のアクチュエータでは，永久磁石と 2 枚の感温磁性体の間に生じる各々の

吸引力の差が影響すると思われるが，ここではそれらを無視し，単純に 2 種類の温度の感

温磁性体を用いて計算し求めた推力の差を解析結果として示す．また，可動子が 22 ℃の感

温磁性体に完全に対向している変位を 0 mmとし，82 ℃の感温磁性体に向かう向きを正と

する．感温磁性体には日立金属ネオマテリアル社製MS-2を用いる．MS-2の温度と飽和磁

束密度との関係は図 3.8の通りであり(58)，22 ℃のときの飽和磁束密度は 0.45 T，82 ℃の

ときは 0.1 Tである．また，永久磁石は日立金属社製ネオジウム磁石NEOMAX46BHとし，

ヨークはケイ素鋼，永久磁石・感温磁性体間のエアギャップは 0.3 mmとした．なお，解析

ソフトとして，ANSYS社製のMaxwell® 3D 16.0を用いた． 

 

3.4.1 永久磁石極数の決定 

 最適な永久磁石極数を求めるために，図 3.9に示すように極数の異なる複数モデルを用い

Fig. 3.7: Analytical model for the magnetic 
analysis
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Fig. 3.9: Analytical models for deciding the optimal number of poles
 

(a) Four poles
 

(b) Six poles
 

(c) Two poles
 

(d) Ten poles
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て磁場解析し，推力特性を調べた．利用した永久磁石の極数は，2極，4極，6極，10極の

4 種類である．なお，4 極，6 極のモデルに関しては，磁束の漏れを無くすために，両端の

永久磁石の幅を他の半分とした． 

 まだ感温磁性体厚さが決定されていないため，感温磁性体厚さ 1 mmと 2 mmの 2種類

の結果を基礎に永久磁石極数を決定し，これ以降での厚さ変更の余地が残るようにした．

図 3.10が可動子変位に対する発生力の解析結果で，図 3.10 (a)は感温磁性体厚さが 1 mm

の場合である．2極の場合は磁束の広がりに起因すると考えられる端効果がみられるが，そ

れ以外では長い変位に渡ってほぼ一定の推力が得られている．長い変位に渡りほぼ一定と

なる推力をアクチュエータの最大推力と考え比較すると，4極の場合に推力が最も大きくな

る．感温磁性体厚さが 2 mmの場合は図 3.10 (b)のようになり，同様に 4極の場合に推力最

大となっている．そこで，永久磁石の極数を 4極に決定した． 

 

3.4.2 感温磁性体厚さの決定 

 本アクチュエータでは，感温磁性体の温度応答が推力応答に直結するため，応答性の観

点からは感温磁性体は薄いほうが望ましい．しかし薄くすると最大推力が低下するため，
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(a) Thickness of TSMM plate: 1 mm
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Fig. 3.11: Model for the thermal analysis
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単位時間当たりの推力変化が減少する可能性もある．そこで，これまでに決定した条件の

もとで感温磁性体の厚さを変化させ，単位時間当たりの推力変化を基礎に厚さを決定する． 

 感温磁性体の温度応答を求めるために COMSOL Multiphysics® 4.0を用いて熱解析を行

った．使用する熱解析モデルを図 3.11 に示す．厚さ 10 mm の銅製ベースの上にペルチェ

素子を配置し，その上に感温磁性体が配置されている．ペルチェ素子の熱抵抗は Z-MAX社

製の FPH1-3106NC のカタログより 0.18 W K⁄ の値を用い，熱伝導率 0.82 W m ∙ K⁄ の材料

として取り扱うものとした．感温磁性体の物性は，組成の近い 36Ni-Fe と同等とみなし，

熱伝導率を 12 W m ∙ K⁄ ，密度を 8070 kg m3⁄ ，比熱を 452 J kg ∙ K⁄ とした．空気の影響は考

慮しないものとした． 

まず，感温磁性体厚さが 1 mmの場合において最大電流 6 Aで加熱する条件で解析を行

った．結果として，感温磁性体中心部の温度が 80 ℃になるまでの時間は 1.4 秒であった．

次に，感温磁性体の厚さが 2 mm，2.5 mm，3 mmの場合において最大電流を同一時間（1.4

秒）通電したときの推力を求めた．最大電流で加熱した場合，温度収束値は 80 ℃よりもさ

らに高く，1.4秒では温度が直線的に増加しているため，1.4秒における推力の比較により，

応答性の比較が可能であると考えられる．なお，感温磁性体の上面と下面では温度が異な

るため，感温磁性体を厚さ方向に 3 分割し，それぞれの層の中心部の温度を求め，それら

の温度に対応する飽和磁束密度を計算した．磁場解析においても感温磁性体を 3 層に分割

し，求めた飽和磁束密度をそれぞれの層に適用して推力を求めた． 

以上の結果をまとめた結果が表 3.1である．感温磁性体の厚さが 1 mmの場合は 3.3 N，

2 mmの場合は 3.3 N，2.5 mmの場合は 3.1 N，3 mmの場合は 2.7 Nとなった．1 mmの

場合と 2 mm の場合の応答性は同じで，それより厚い場合は減少に転じている．一方で，

図 3.10 からも明らかなように，最大推力は感温磁性体が厚い方が大きい．そこで，最大推

力と応答性の観点から，感温磁性体厚さを 2 mmに決定した． 

 

3.4.3 ハルバッハ配列の採用と永久磁石幅の最終決定 

 本アクチュエータでは，可動子の永久磁石が発生する磁束のうち，磁石配列の片面のみ

が利用され，そのような場合ハルバッハ配列が効果的であることが知られている(59)．そこ

で，本アクチュエータにおけるハルバッハ配列の有効性を検討する．入手できる磁石サイ

ズの条件を考慮して，磁石幅は図 3.12に示す寸法に決定し，全体幅を 26.6 mmとした．こ

Thickness of 

TSMM
1 mm 2 mm 2.5 mm 3 mm

Thrust force 3.3 N 3.3 N 3.1 N 2.7 N

Table 3.1: Thrust force generated by the maximum current of 6 A 
applied for 1.4 s
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の寸法でハルバッハ配列の効果を磁場解析で調べた結果を図 3.13 に示している．なお，永

久磁石には実際に使用する NeoMag社製の N48Hを，ヨークには鋼鉄を解析で用いた．ハ

ルバッハ配列を使用した磁石配列は，使用しない場合よりも最大推力が 0.7 N大きく，5.2 N

となった．そこで以降ではハルバッハ配列を採用し，この値を本アクチュエータの理論上

の最大推力とする． 

 

3.5  試作装置 

試作したアクチュエータの全体構造を図 3.14 に，可動子を含む断面図を図 3.15 に示す．

また，構成する部品を図 3.16に示す．全長が 74 mm，幅が 80 mm，厚さが 14 mmの小型

扁平な構造となっている．放熱と熱の拡散を容易にするため，3 mm厚の銅板をベースとし

て用い，この上に 15 mm四方で厚さ 3.1 mmのペルチェ素子が 2組合計 4個配置されてい

る．大きな熱流束を発生させるため，ペルチェ素子には Z-MAX 社製の FPH1-3106NC を

選んだ．1組 2個のペルチェ素子は直列に接続されており，同一の感温磁性体を加熱・冷却
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Fig. 3.12: Size of PMs in Halbach array
 

Fig. 3.13: Effect of Halbach array on thrust 
force

 

Fig. 3.15: Cross-section view of the 
proposed actuator

 
Fig. 3.14: Overall structure of the proposed 
actuator
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するのに用いられる．ペルチェ素子の上には幅 15 mm，長さ 40 mmの感温磁性体がそれ

ぞれ 1 枚，計 2 枚配置されている．使用温度領域の下限を室温とし，十分な温度域を確保

する観点から，感温磁性体には日立金属ネオマテリアル製のMS-2を選んだ．感温磁性体は

断熱のためベークライトスペーサにより支持され，ねじによって固定されている．なお，

ペルチェ素子の下面は硬化型シリコーンにより銅板に固定され，上面はシリコーンコンパ

ウンドによって感温磁性体と熱的に接続されている． 

可動子は摩擦係数の小さい有限ストロークのTHK製リニアボールスライドにより支持さ

れている．また，可動子には 2.5 mm厚の鉄板（S50C）を用い，永久磁石を接着剤により

固定している．永久磁石にはNeoMag社製のN48Hを使用した．これは，耐熱温度が 120 ℃

で本アクチュエータの最高使用温度よりも高く，公称値の残留磁束密度は 1360～1430 mT，

保磁力𝐻𝑐𝑏は 907 kA/m以上である．永久磁石と感温磁性体の間のギャップは 300 mとし

た．なお，アクチュエータのストロークは永久磁石の長さに等しい 10 mmである． 

 図3.17は，試作アクチュエータの全体写真を示している．アクチュエータは，高さ30 mm，

長さ 220 mm，幅 56 mmの放熱用アルミブロックの上に設置され，ベースの温度上昇を防

いでいる． 

 

3.6  駆動特性 

本アクチュエータは，2枚の感温磁性体間の温度差により生じる磁気的なアンバランスに

よって推力を発生する．そこでまず，感温磁性体温度と推力，推力と消費電力間の静特性

を実験的に明らかにし，既存の電磁アクチュエータとの性能比較を行う．次に，アクチュ

エータの応答性を決定する温度応答特性を明らかにし，温度応答特性を表現する熱回路モ

デルを導出して，その有効性を検証する．なお，推力はロードセル（共和電業製 LTS-1KA），

感温磁性体温度は放射温度計（ジャパンセンサー製 TMHX-CN0500）により測定している．

放射温度計を使用するため，感温磁性体表面には黒体放射スプレーを塗布している．雰囲

気温度は 22 ℃としている． 

Fig. 3.17: Top view of the fabricated actuator
 

Fig. 3.16: Component parts of the prototype actuator
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3.6.1 静特性 

 推力測定では，図 3.18のように，2枚の感温磁性体のうち片方は室温のまま変化させず，

もう一方の温度を変化させて推力を発生させた．また，可動子はロードセルにより可動範

囲の中央部（変位 5 mm）に固定した．定常状態における温度と推力との関係を測定するた

め，推力測定値を制御出力としたフィードバック制御系を構成し，任意推力の維持を可能

とした．推力と感温磁性体中央部の温度との関係を図 3.19 に示す．最高温度 82 ℃の場合

の発生推力（最大推力）は 4.6 Nであった．摩擦力の測定結果は 0.4 Nであり，摩擦の影響

を除去した推力は 5.0 Nと計算される．この値は，磁場解析により計算された推力 5.2 Nに

近く，解析は妥当であるといえる．一方，最大推力 4.6 Nを維持する際の消費電力は 8.2 W

となった．また，図 3.20 に示すように，消費電力は発生推力にほぼ比例していることがわ

かる． 

 本アクチュエータは可変バイアス要素として使用される際，推力が温度のみに依存し位

Fig. 3.18: Schematic of the experimental setup 

for measuring the thrust force
 

Fig. 3.19: Relationship between the TSMM 

temperature and the thrust force
 

Fig. 3.20: Schematic of the experimental setup 

for measuring the thrust force
 

Fig. 3.21: Displacement dependency of the 

thrust force with the maximum TSMM 
temperature
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置によらず一定の推力を生成する特性が求められる．そこで，推力の位置依存性を明らか

にするため，一方の感温磁性体温度を最高温度 82 ℃で維持し，可動子に接続されたロード

セルを変位させて位置ごとの推力を測定した．結果を図 3.21に示す．推力の位置依存性は，

測定した変位内で発生推力の 15 %以下であり，位置依存性は小さく，可変バイアス要素に

相応しい特性を有すると判断している． 

 

3.6.2 電磁アクチュエータとの性能比較 

 本アクチュエータの性能を既存のアクチュエータと比較し，その長所を明らかにする．

ここでは，高応答要素として使用されるダイレクトドライブ電磁リニアモータを比較対象

とし，試作アクチュエータの構成要素を可変バイアス要素として高応答要素と組み合わせ

て使用することの有効性を検証する． 

比較対象の電磁リニアモータとして，高さ 14 mm，長さ 100 mm，幅 60 mmの安川電

機製リニアモータΣ-Track- SGTMM01-030AM20A を選択した．試作アクチュエータと

比較し，高さは同一，長さと幅は同程度である．なお，実際の使用時には，アクチュエー

タを支持する構造部材を放熱に利用できると考え，放熱用のアルミブロックの体積は考慮

していない． 

比較対象の電磁リニアモータは，連続定格推力が 3.5 N，最大推力が 10 Nである(60)．一

方で，試作アクチュエータの最大推力は感温磁性体温度が 85 ℃のときの 4.6 Nで，連続的

に出力可能である．そこでこれを連続定格推力と見なせば，試作アクチュエータは最大推

力では劣るものの，連続定格推力では電磁リニアモータよりも優れていると言える．電磁

リニアモータの連続定格推力は，連続駆動時にコイルの温度が耐熱限界温度になる値であ

り(61)，コイルの発熱は推力の 2 乗で増加する．したがって，耐熱温度の向上に対して連続

定格推力の向上は 2分の 1乗で増加すると考えられる．一方で，図 3.19で示す実験結果か

ら理解できるように，本アクチュエータの発生推力は感温磁性体温度にほぼ比例しており，

耐熱温度の向上によって推力性能に関する優位性がさらに向上する可能性がある． 

比較対象の電磁リニアモータの発生推力を，消費電力の平方根で除したモータ定数のカ

タログ値は 1.26 N √W⁄ である(60)．これより，試作アクチュエータの最大推力に等しい 4.6 N

Electromagnetic

linear motor
Proposed actuator

Rated thrust force 3.5 N 4.6 N

Maximum thrust force 10 N 4.6 N

Power consumption 

with the force of 4.6 N
13.3 W 8.2 W

Table 3.2: Comparison of the actuator’s performance
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を出力した際の消費電力を計算することができ，その値は 13.3 Wとなる．一方で，試作ア

クチュエータの消費電力は 8.2 W であることから，高推力を定常的に発生する際の消費電

力は電磁リニアモータに比べ勝っていると言える．また，感温磁性体の断熱性能を向上す

ることで，さらなる消費電力の削減が可能と考えられる． 

以上の比較結果を表 3.2にまとめた．連続定格推力と定常時の消費電力の両者において電

磁リニアモータに対する優位性が確認され，様々な改良により優位性がさらに向上する可

能性をもっている．これまでの静特性に関する議論を踏まえると，高推力を連続的かつ効

率的に発生することが求められる用途において，電磁リニアモータを単独で使用するより

も，試作アクチュエータの構成要素と電磁リニアモータを同一体積内で組み合わせた方が

高い性能が得られ，感温磁性体と永久磁石によって構成される可変バイアス要素と高応答

要素である電磁力アクチュエータとの組み合わせは，高い潜在能力を持つと考えられる． 

 

3.6.3 温度応答実験 

 本アクチュエータでは，感温磁性体の温度応答性がアクチュエータの応答性を大きく支

配する．そこで，温度応答性を実験的に調べた． 

 

(1) 加熱と自然放熱を行う実験 

 6種類の大きさの電流を 6秒間通電し，その後電流 0 Aとして自然放熱を行わせた．得ら

れた温度応答を図 3.22 (a)に示す．最大電流である 6 Aで加熱した場合，温度が 22 ℃から

82 ℃に上昇するまでの時間は 6.6秒であった． 

 

(2) 加熱と冷却を行う実験 

 電流 6 Aを 6秒間通電した後，極性を反転させ，様々な電流値で冷却する実験を行った．

得られた温度応答を図 3.22 (b)に示す．電流 6 Aで冷却した場合，温度が 82 ℃から 22 ℃

へ低下するまでの時間は 12.4秒であった． 

 

(3) 様々な電流に対して定常状態を測定する実験 

 一定の電流を通電し続けるとある温度に収束するが，その通電電流と温度との関係を実

験により調べた．なお，温度が収束するまでには長い時間を要するため，あらかじめ定常

温度近くまで温度を上昇させた．得られた実験結果を図 3.22 (c)に示す．7秒で入力を切り

替えており，温度応答波形の傾きが急峻に変化している．その後，温度が増減している部

分が存在するが，この原因については 3.6.4項で説明する． 

 

 ペルチェ素子への通電により，加熱・冷却の両温度変化を得られることが確認された．

冷却に要する時間は加熱に要する時間よりも長いが，これは，加熱時・冷却時を問わず電

流の通電により発生するジュール熱が，加熱に寄与することによると考えられる． 
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3.6.4 温度応答モデル 

 3.6.3 項で調べた温度応答実験結果をもとに，感温磁性体の上面温度を表現する温度応答

モデルを求める．温度応答は，1次遅れモデルを用いると簡単に表現できることが多い．感

温磁性体の熱容量を集中定数系と見なし，ベースと熱抵抗で接続されているペルチェ素子

上面に境界熱源を配置する．熱容量と熱抵抗により１次遅れ系が構成されているため，同

一の入力電流に対しては単調増加または単調減少の温度応答波形が生成されることになる．

しかしながら，実験結果を示す図 3.22 (c)では，同一の電流に対して，一度温度が減少した

後に増加に転じており，この波形を１次遅れモデルにより表現することは不可能である． 

(a) Heating and naturally dissipating
 

(b) Heating and cooling
 

(c) Maintaining temperature
 

Fig. 3.22: Temperature responses
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 上記の問題を解決するために改良したモデルを図 3.23 に示す．本モデルでは，ペルチェ

素子の熱抵抗𝑅1と感温磁性体の熱容量𝐶1に加え，ペルチェ素子下面とベース表面付近の影

響を表現するための熱容量𝐶2と熱抵抗𝑅2も考慮されている．ペルチェ素子とベースの接触

面付近の要素は，実際には分布定数的に配置されていると見なすべきであるが，ここでは

簡単のため集中定数系としてモデル化した．ジュール熱を𝑄𝐽，吸熱量を𝑄𝐶とすると，ペル

チェ素子の発熱側には𝑄𝐽 + 𝑄𝐶の熱量が，冷却側には−𝑄𝐶の熱量が生じることになる．なお，

ペルチェ効果により発生する熱移動量を𝑄𝐶
′と定義すると，𝑄𝐶 = 𝑄𝐶

′ − 𝑄𝐽 2⁄ の関係がある．

これにより，感温磁性体の温度𝑇1は伝達関数を用い次のように表現される． 

 𝑇1 =
𝑅2𝑄1 + (𝑅1𝑅2𝐶2𝑠 + 𝑅1 + 𝑅2)𝑄2

𝑅1𝑅2𝐶1𝐶2𝑠2 + (𝑅1𝐶1 +𝑅2𝐶1 + 𝑅2𝐶2)𝑠 + 1
 (3.3)  

なお，加熱時は𝑄1 = −𝑄𝐶，𝑄2 = 𝑄𝐽 + 𝑄𝐶，冷却時は𝑄1 = 𝑄𝐽 +𝑄𝐶，𝑄2 = −𝑄𝐶とする． 

 まず，𝑄𝐽と𝑄𝐶はペルチェ素子のカタログ値を用い，電流に対する非線形関数を構成して

これを表現した．カタログ値は，発熱側の温度により値が若干変化するが，代表値として

Heat resistance of a 

Peltier element

Heat capacity of TSMM

Heat capacity around 

the underside of a 

Peltier element

Heating:

Cooling: 

Heating:

Cooling: 

Fig. 3.23: Thermal circuit of the proposed model representing the 

temperature response 
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発熱側の温度が 50 ℃のときの値を使用した．次に，自然放熱時の特性と加熱時の特性によ

り，𝑅1，𝑅2，𝐶1，𝐶2を決定した．このモデルを用いて様々な条件における実験波形を表現

したところずれが発生し，特に低温から高温まで一定の電流を入力し続ける実験において，

ずれが顕著であった．図 3.24 の赤線で示されたシミュレーション波形は，黒線で示された

実験波形と比較し，低温域では高いが高温域では低くなっている．これは，発生する熱量

に温度依存性があるためと考えられる．ペルチェ素子は内部抵抗が温度に対して単調に増

加する特性を有しており，これによって熱量に温度依存性が生じたものと考えられる． 

 そこで，加熱時には温度を変数とする非線形関数をジュール熱に乗じ，温度依存性を考

慮した．その効果を図 3.24 に緑線で示している．その結果，温度や印加電流によらず，シ

ミュレーション結果が実験結果とよく一致した．この改良を加えたモデルを用いて様々な

温度応答波形を求め，実験波形と比較した結果を図 3.25 に示す．このように，様々な条件

において，シミュレーション波形と実験波形が良く一致していることがわかる．なお，本

温度応答モデルをシミュレータとして利用しフィードバック系に組み込むことにより，セ

0 10 20 30 40 50

20

30

40

50

60

70

80

90

 

 

T
e
m

p
e
ra

tu
re

  
°C

Time  s

Fig. 3.25: Comparison of experimental and simulated temperature responses
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ンサレスでの温度制御や力制御を実現することが可能である． 

 

3.7  位置制御性能 

単純な構造を有する本アクチュエータは，高推力の連続的かつ効率的な発生が求められ

る用途においては，単独使用でも有効性が期待される．そこで，本アクチュエータを単独

で使用した場合の位置制御性能を明らかにする． 

本アクチュエータのために構成した基本的な位置制御系のブロック線図を，図 3.26 に示

す．本制御系は，位置を入力とする PID 制御系を基本としており，2 組のペルチェ素子上

面から生じる単位時間当たりの熱量を調整する構成となっている．2組のペルチェ素子のう

ち片側については，PID制御器の出力の符号を反転させた値が入力され，2枚の感温磁性体

に対して互いに逆向きの熱量が入力されることにより温度差が生成される． 

ここで，アクチュエータは 2 枚の感温磁性体の温度差により駆動されるため，各々の感

温磁性体の温度に関する拘束条件が不十分である．それを補うために， 3.6.4項で説明した

温度応答モデルをシミュレータとして用い，温度センサなしで 2 枚の感温磁性体の平均温
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Fig. 3.26: Block diagram of the basic position control system
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Fig. 3.27: Additional springs connected to the mover and the fixed component
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度が 40 ℃となるように，制御する．なお，アクチュエータの制御入力は電流であるため，

簡単な逆モデルを用いて単位時間当たりの熱量を電流に変換している． 

本制御系をこれまで説明したアクチュエータに適用すると，可動子が大きく振動して動

作範囲外に出てしまい，安定な位置制御を実現することができなかった．この問題は，温
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Fig. 3.28: Block diagram of the position control system with the stiffness compensator
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Fig. 3.29: Displacement responses of the position control system in Fig. 3.28
 

(a) Step height: 1 mm
 

(b) Step height: 7 mm
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度応答の顕著な遅れとガイドの摩擦変化に起因していると考えられる．このような遅れと

摩擦に起因する急峻な変化の組合せは，重大な制御性劣化要因であり，制御系により補正

することは難しい． 

そこで，図 3.27に示すように，可動子・固定子間に 0.402 N/mmの引張りばねを拮抗配

置し，安定性の向上を図った．この方法では，ばねと発生推力がつりあう場所に安定点が

生じるため，温度の応答性によらず，温度を維持するだけで，可動子を静的に安定化する

ことが可能である．一方で，可動子が中心位置より大きく変位した状態においては，ばね

による復元力によって発生力が減じられる問題も有している． 

改良したアクチュエータを用いて位置制御実験を行った結果，剛性の影響により，復元

力が生じる向きに一定の誤差が生じた．通常の電磁アクチュエータの場合，PID 制御器の

積分器で定常偏差を速やかに除去できるが，本アクチュエータは応答性が低いため誤差の

収束に大きな時間を要する．そこで，剛性により生じる復元力を補償するため，目標位置

における復元力と等大逆向きの力を生成する電流を重畳する剛性補償器を加えた．剛性補

償器は，変位と復元力の関係，力と電流の関係を含んでおり，これを用いた位置制御系を

図 3.28に示す．また，PID 制御器の各パラメータを表 3.3 に示す．積分ワインドアップを

防止するため，追従誤差が 0.1 mm未満となった場合にのみ動作する条件付き積分器を使用

している．これは±1.0 Wの飽和要素を含んでいる．また，電流がペルチェ素子の定格値を

超えないように，±6 A の飽和要素を設けている．なお，変位センサにはレーザ干渉計を使

用している．制御系のサンプリング周波数は 1 kHz としている． 

制御結果を図 3.29に示す．両実験ともに，本アクチュエータの応答性の低さを補うため，

目標値を単純なステップ入力ではなく 5 次両停留関数を用いて整形しており，目標値が最

終値に到達するまでにそれぞれ 2 s，10 sを要するようにした．誤差の収束に時間を要して

いるものの，定常偏差は 20 m 以下になり，精度や応答性の制約はあるものの，可変バイ

アス要素単体でも位置決めへの応用が可能と考えている． 

 

3.8  結言 

本章では，高推力の連続的・効率的発生に適したアクチュエータの構成を検討し，その

原理検証を行った．まず，アクチュエータの構成を検討するにあたり，ダイレクトドライ

ブ電磁アクチュエータを用いる高応答要素との融合を前提とし，永久磁石と感温磁性体の

組み合わせに着目した．次に，推力が温度のみに依存し，変位によらず一定の発生力を生

成できる，可変バイアス要素の構成を検討した．永久磁石と感温磁性体が対向する構造に

より，変位によらない一定力の発生を実現できることを示した． 

次に，磁場解析・熱解析を用いて構造上のパラメータを決定し，アクチュエータを試作

した．試作アクチュエータを用いて静推力特性を実験的に調べた結果，最大推力は 4.6 N，

そのときの消費電力は 8.2 W となり，同体格の電磁リニアモータに対する優位性が示され

た．また推力の位置依存性は，推力に対して 15 %以内であることを確認した．以上の結果
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から，本アクチュエータは可変バイアス要素として有効であると判断している．さらに，

温度応答性を実験的に調べ，温度応答モデルを構築し，その有効性を確認した． 

最後に，本アクチュエータの制御性能を明らかにするため，位置制御系を構成し，位置

制御性能を検証した．しかしながら，アクチュエータの応答性が低く，そのままでは安定

動作が困難であるため，ばねを拮抗配置するなどして安定性を向上させる必要があること

を示し，その結果位置誤差を 20 m以下にすることができた．但しこの改良は本来の位置

無依存性を失わせる欠点を持っている． 

 今後の課題は，本アクチュエータにより特性が明らかとなった可変バイアス要素を高応

答要素と融合し，ハイブリッドアクチュエータを実現することである． 
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第 4 章 静的推力発生時の省エネルギー化と高応答

を両立するハイブリッドアクチュエータと 

その基本特性 

 

4.1  緒言 

第 3 章では，静的な高推力の効率的発生と高い応答性を両立できる構成として，荷重の

補償等に利用可能な一定推力を，連続的かつ効率的に発生するための可変バイアス要素と，

高応答な運動を発生するための高応答要素の組み合わせを説明し，可変バイアス要素に適

したアクチュエータの提案と原理検証を行った．第 3 章で提案した感温磁性体と永久磁石

からなるアクチュエータは，ダイレクトドライブ電磁アクチュエータである高応答要素と

磁気回路を共有でき，両要素の高い融合性が期待される．そこで本章では，両者を融合し，

小型構造で高推力の効率的発生と応答性を両立できるハイブリッドアクチュエータの実現

を目指す． 

まず，第 3 章で提案した可変バイアス要素を基礎に，高推力の効率的発生と高い応答性

を両立する構造を示し，その原理を説明する．それらを基礎に，可変バイアス要素の発生

力と高応答要素の発生力を組み合わせて，鉛直荷重の支持と運動制御を両立する方法を説

明する．次に，磁場解析を用いてアクチュエータの詳細設計を行い，試作アクチュエータ

の具体的構成を説明する．最後に，試作アクチュエータの基本的特性を実験的に明らかに

し，既存のアクチュエータとの比較検討を行う． 

 

4.2  磁力を利用した可変バイアス要素と高応答要素との融合 

第 3 章では，感温磁性体と永久磁石を組み合わせたアクチュエータは体積当たりの連続

発生推力が電磁アクチュエータより大きく，また，一定の高い推力を発生するための消費

電力が小さいことを確認した．このアクチュエータは，耐熱温度の向上や断熱構造の採用

によって，消費電力のさらなる低減が見込まれる．その一方で温度応答性が低く，単独で

の位置決め制御が困難であった．そこで，この形式のアクチュエータを可変バイアス要素

とし，電磁力を用いた高応答要素と融合させることを考える．これにより，高推力を準静

的かつ連続的・効率的に発生し，なおかつ高応答な運動制御を可能とする運動メカニズム

の実現が可能となる． 

感温磁性体を用いた可変バイアス要素は推力発生に熱を用いるが，一般の電磁アクチュ

エータは，推力発生時に生じるジュール熱によるコイルの温度上昇が問題となり(62)，高推

力，連続出力の際に特に問題となる．もし電磁アクチュエータで生じる熱を可変バイアス

要素で活用する構造が実現されれば，電磁アクチュエータで発生する熱で可変バイアス要
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素の感温磁性体が加熱され，可変バイアス力が増加すると同時に，電磁アクチュエータを

用いた高応答要素の負担を低減することが可能となる．これにより，連続定格推力が高く，

連続推力発生時の消費電力が小さいアクチュエータの実現が可能となる．また，可変バイ

アス要素と電磁アクチュエータが構成要素を共通する駆動回路により駆動されれば，シス

テムが簡素化できる長所も生じる． 

ここで，可変バイアス要素と高応答要素との力学的な関係性について議論する．複数の

駆動要素を組み合わせることで互いの機能を補完し合い，複数の機能を両立する運動機構

には様々な研究例が存在する(63)-(69)．大きなストロークの高速な移動と精密な運動を両立す

る運動機構として，粗微動機構が知られている．多くの粗微動機構では変位特性が重視さ

れるため，図 4.1 (a)のように，粗動駆動要素の上に微動駆動要素が搭載され(63)-(65)，両者が

直列に接続される．これに対し本研究のハイブリッドアクチュエータでは力特性が重視さ

れ，可変バイアス力と高応答力を足し合わせるため，図 4.1 (b)のように並列接続する必要

がある．可変バイアス要素と高応答要素の間には，図 4.2 に示すような特性，構造，熱収支

に関する対応関係があり，両者を並列に組み合わせるハイブリッド化によって，小型で扱

いやすく高性能なアクチュエータシステムの実現が期待される． 

 

 

 

Fig. 4.1: Mechanisms using the combination of two elements 

(a) Series connection for coarse and fine 

motion mechanisms 

(b) Parallel connection for the proposed 

hybrid actuator 

Fig. 4.2: Corresponding relationship of the two elements 
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4.3  駆動原理 

 第 3 章で提案・評価した可変バイアス要素は，発生推力が変位によらず温度のみに依存

する特性を持っている．以降では，その特性を維持しつつ電磁力アクチュエータの利点を

取り込める新たな構造を検討する．実際に設計したハイブリッドアクチュエータでは，構

造的対称性に着目し円筒形状を採用しているが，ここでは理解の簡単化のため，まず，第 3

章における形状と同様の直方体形状でのハイブリッド化について説明する．次に，円筒形

状の提案アクチュエータについて原理を示し，最後に駆動方法について説明する． 

 

4.3.1 ハイブリッド化の方法 

 第 3 章の可変バイアス要素では，2 枚の感温磁性体間の温度差を利用し駆動力を発生させ

た．ハイブリッドアクチュエータでは，これに電磁力を発生させる構造を付加するが，永

久磁石全体が感温磁性体と対向する構造では，電磁コイルにより発生する磁束を永久磁石

と鎖交させることができない．そこで，可変バイアス要素の 2 枚の感温磁性体のうち，片

側を電磁力を発生する要素に置換し，感温磁性体と電磁力発生要素の両者と永久磁石との

間に生じる吸引力の差が可変バイアス力となる構造を採用する．図 4.3 に提案構造を示す．

図 4.3 (a)が既に提案している可変バイアス要素で，図 4.3 (b)が提案構造である．感温磁性

体の温度が上昇し飽和磁束密度が低下すると，永久磁石と感温磁性体の間に作用する力が

減少し，電磁力発生要素が存在する側に可変バイアス力が作用する． 

電磁力発生要素では，可動子永久磁石のうち可動子ヨークとの接触面に向かう向きの磁

極を持つ永久磁石と対向する位置にのみ，鉄製の凸部が配置されており，固定子コアと接

続されている．第 3 章の可変バイアス要素では，可動子の鉄ヨークは，隣り合う永久磁石

間の磁束の経路として使用されていたが，ハイブリッドアクチュエータにおいては，電磁

コイルによって生じる磁束の経路としても利用される．そのため，鉄ヨークを図 4.3 (b)の

 
Fig. 4.3: Basic principle of the hybrid actuator based on the variable bias element 
explained in Chapter 3 

(a) Variable bias element explained in Chapter 3 (b) Hybrid actuator in a rectangular shape 
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ように延長することで，可動子位置によらず，固定子コアと共に閉回路が構成されるよう

になっている．固定子コアは電磁コイルと鎖交しているため，鉄凸部から磁束を発生させ

ることが可能で，磁束は可動子ヨークとの接触面に向かう向きの磁極を持つ可動子永久磁

石のみを通るため，可動子には電磁力が作用する．図 4.3 (b)のように磁束が発生している

場合は，可動子には鉄凸部が存在する向きに電磁吸引力が発生する．また，図 4.3 (b)の磁

路が感温磁性体を通過しないため，電磁力による推力ゲインは，感温磁性体温度や可動子

位置によらない．以上のように，同一の永久磁石群を用いて可変バイアス力と高応答力の

両方の発生が可能となっている． 

 本アクチュエータでは，電磁力発生要素で発生するジュール熱を感温磁性体に転換する

構造を採用している．そのため感温磁性体の加熱は，ペルチェ素子ではなく電磁コイルに

よって行われ，電磁コイルは磁束を発生すると同時に感温磁性体を加熱する電熱線として

の役割を担う．後述のように，温度応答性を高めるため，電磁コイルは感温磁性体に直接

接触させる． 

 

4.3.2 円筒形状のハイブリッドアクチュエータ 

 4.3.1 項では，第 3 章と同様の可変バイアス要素を含み，効率的・連続的な一定高推力発

生と高応答な力発生を可能とする直方体形状のハイブリッド構造を示した．しかし直方体

形状では，感温磁性体を加熱する目的で使用される電磁コイルの一部分しか感温磁性体に

接しておらず，接していない部分は推力発生への寄与が小さく，推力に対する消費電力の

観点から不利な構造であると言える． 

そこで，図 4.4 に示すような，外側に可動子，内側に固定子が配置される円筒形状の構造

を採用する．可動子ヨーク，永久磁石配列，感温磁性体，コイルは全て円筒形状となって

Fig. 4.4: Cylindrical type of the hybrid actuator Fig. 4.5: Cross-sectional view of the hybrid 
actuator 
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おり，力学的にも対称性の高い構造となっている．図 4.5 にアクチュエータの断面構造を示

す．固定子側に配置されている感温磁性体はその内側にコイルが接触しており，コイルか

ら生じる熱は全周に渡り感温磁性体の加熱に利用される．永久磁石は感温磁性体と電磁吸

引力を発生するための鉄凸部の双方に引かれ，それらの合力により可変バイアス力が決定

される．すなわち，感温磁性体の温度が上昇すると可変バイアス力が鉛直上向き方向に増

加する．また，電磁力発生のための鉄凸部は，円筒の中心軸周りに配置され，外向きの磁

極を持つ可動子永久磁石と対向する角度にのみ設けられており，コイルに電流を通電する

と外向きの磁極を持つ永久磁石のみを磁束が通るため，電磁力が発生する．直方体構造の

場合と同様，同一のコイルが可変バイアス力と電磁力の発生の両方に寄与する構造となっ

ている． 

本ハイブリッドアクチュエータでは，電磁コイルを感温磁性体の加熱に用いるが，冷却

に用いることはできない．可変バイアス力の低減には感温磁性体の冷却が必要である．し

かし，感温磁性体と周囲との間の熱抵抗が大きいと冷却速度が遅く，熱抵抗が小さければ

温度上昇・維持時の消費エネルギーが大きくなる問題が生じ，両者にはトレードオフの関

係がある．そこで，温度上昇・維持時と冷却時とで熱回路を機構的に切り替えて，この問

題を解決する． 

冷却時に接触を生じさせる場所を，図 4.6 の断面図に示す．冷却時の感温磁性体は，コイ

ルを介して固定子コアに接触し，コイルの熱は下方の設置部へと放熱される．図 4.7 は固定

子の熱回路切り替え部の断面を，模式的に示している．円筒状の感温磁性体はコイルを隔

てて銅製の円筒状の部品に固定されており，この部品の内径側には，頭頂部の傾いた張り

出し部が 12 個均等に配置されている．この，感温磁性体，コイル，銅製の円筒部品により

構成されるユニットを TSMM ユニットと呼び，図 4.8 に示している．固定子コアの周囲に

は，放熱カラムと呼ぶ銅製の円筒部品が固定されており，外径側に頭頂部の傾いた張り出

し部が 12 個均等に配置されている．放熱カラムの形状は図 4.9 に示す通りである．TSMM

Fig. 4.6: Heat transfer path for cooling the 
TSMM part 

Fig. 4.7: Cross-sectional view of the mechanism 
for heat dissipation 
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ユニットはベアリングにより回転支持されており，固定子に対し相対回転することができ

る．感温磁性体は円筒形状であり，可動子永久磁石により生じる吸引力は均一である．そ

のため理論上は，TSMM ユニットの回転に要するトルクは小さい．図 4.10 に，熱特性を機

構的に変化させる様子を示す．図 4.10 (a)に示すように TSMM ユニットの張り出し部と放

熱カラムの張り出し部が接触していない時は感温磁性体が断熱され，図 4.10 (b)に示すよう

に接触しているときは感温磁性体が冷却される．なお，両者の熱的接触を確実にするため，

放熱カラムの張り出し部には熱伝導シートを貼付している． 

 

4.3.3 アクチュエータの駆動方法 

本アクチュエータは，1 個のコイルによって可変バイアス要素と高応答要素の両方を駆動

する．ここでは，コイルの通電電流を制御することで推力を搭載荷重と釣り合わせ，運動

制御を行う方法について説明する． 

Fig. 4.8: Overview of theTSMM unit 

Fig. 4.10: Mechanism for changing the thermal characteristic 
 

(a) State of thermal insulation for 
maintaining the TSMM temperature 

(b) State of thermal connection for 
lowering the TSMM temperature 

Fig. 4.9: Overview of the column for 
heat dissipation 
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アクチュエータから生じる推力𝐹𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙は，可変バイアス力𝐹𝑏と高応答力𝐹𝑒を用いて式(4.1)

で表現される． 

 𝐹𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 = 𝐹𝑏 + 𝐹𝑒 (4.1)  

可変バイアス力が感温磁性体温度に比例すると仮定すると，コイルから生じるジュール熱

は電流の 2 乗に比例することから，可変バイアス力は電流の 2 乗の時間積分に比例する．

また，高応答力である電磁力は電流に比例することから， 

 𝐹𝑏 = 𝑘𝑏 ∫ 𝑖(𝑡)2𝑑𝑡 (4.2)  

 𝐹𝑒 = 𝑘𝑒𝑖(𝑡) (4.3)  

と表現される．ここで，𝑖はコイルに通電する電流であり，𝑘𝑏，𝑘𝑒は比例定数である．なお，

簡単のため，感温磁性体表面からの熱の散逸は無視している． 

 荷重がアクチュエータに搭載された場合，最初に，推力𝐹𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙を荷重𝐹𝑤𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡と釣り合わせ

る必要がある．初期状態では可変バイアス力は発生していないため，正方向最大電流を通

電し，感温磁性体を加熱する．通電により推力は次第に増加し，荷重と釣り合うと可動子

は上昇して目標位置まで移動することが可能となる．なお，初期状態において最大電流以

下の電流値で釣り合いが取れる場合は，この段階を経ないものとする．その後は推力と搭

載荷重との釣り合いを維持するように電流を通電する．推力𝐹𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙が荷重と釣り合った後に

つり合いを維持するための電流値は以下の式で表現される． 

 

𝐹𝑏 + 𝐹𝑒 = 𝑘𝑏 ∫ 𝑖(𝑡)2𝑑𝑡 + 𝑘𝑒𝑖(𝑡) = 𝐹𝑤𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡 

∴  𝑖 =
1

𝑘𝑏

𝑘𝑒
𝑡 +

𝑘𝑒
𝐹𝑤𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡 − 𝐹0

                          

∴ 𝐹𝑏 = −
𝑘𝑒

𝑘𝑏

𝑘𝑒
𝑡 +

𝑘𝑒
𝐹𝑤𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡 − 𝐹0

+ 𝐹𝑤𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡 

（ただし，𝑡 = 0のときに𝐹𝑏 = 𝐹0となるよう 

𝐹0を定義する．） 

(4.4)  

十分時間経過後は，可変バイアス力は荷重と等しい力に収束することになる．実際の使用

においては，アクチュエータを駆動する運動制御系が可動子変位を目標値に追従させる結

果として，自動的に式(4.4)を満たす電流値が生成される．なお，通電電流と可変バイアス

力，推力の関係を図 4.11 に示している． 
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4.4  アクチュエータの設計 

 以降において，本ハイブリッドアクチュエータの特性を，H2W 製ボイスコイルモータ 

NCC05-18-060-2X と比較する．そのため可動子の直径をそのボイスコイルモータと同径の

45.7 mmとし，他の設計パラメータを決定していった．なお設計パラメータは複数存在し，

全てのパラメータを同時に変化させて議論することは難しい．そのため，最終的に決定し

た設計パラメータによる計算結果を基に，その妥当性を検証する形で議論を進める．決定

した設計パラメータは，表 4.1 に示す通りである．中心コアには放熱カラムを挿入するため

のテーパが設けてあり，ここでは最細部の直径を表示している． 

 

Fig. 4.11: Aims of electromagnetic force and bias 
force in the total generated force 

Table 4.1: Design parameters 

Fig. 4.12: Analytical model for the magnetic analysis 

Thickness of 

PMs

Angle of PMs

for main poles

Angle of PMs

for sub poles

Thickness of 

the TSMM 

cylinder

Diameter of 

the central 

iron core

Outer / inner 

radius of

the coil , 

Height of

the coil 

4.5 mm 20 ° 10 ° 2.95 mm 16.8 mm
12.75 mm, 

12.15 mm
20 mm
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4.4.1 磁気回路設計 

 磁場解析で使用したモデルを図 4.12 に示している．鉄にはケイ素鉄を使用し，主極永久

磁石には日立金属株式会社製 NEOMAX50BH，補極永久磁石には NEOMAX45SH を用い

た．可変バイアス力の最大値は，可動子変位 0 mm における感温磁性体の最大温度 145 ℃

における飽和磁束密度 0.1 T での発生推力と，最低温度 50 ℃における飽和磁束密度 0.7 T

での発生推力との差とした．磁場解析により求めた結果，可変バイアス力の最大値は 49.6 N
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Fig. 4.13: Analytical results of the electromagnetic force 

Fig. 4.14: Analytical results of magnetic flux density distribution 
with the magnetomotive force of 830 AT 

(a) Mover’s displacement: 0 mm 

 

(b) Mover’s displacement: 10 mm 
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となった．図 4.13 に，磁場解析により求めた通電電流と電磁力との関係を示す．赤線は可

動子変位 0 mmでの電磁力を示しており，起磁力を 400 AT より大きくすると発生力の傾き

が小さくなっていることがわかる．緑線は可動子変位 10 mmでの電磁力で，可動子変位 0 

mm の場合に比べて発生力が小さいことが確認される．これらの結果は，中心部が磁気飽

和することによる影響であると考えられる． 

図 4.14 は，830 AT の起磁力を発生させた場合の磁束密度分布を示しており，図 4.14 (a)

は可動子変位 0 mm，図 4.14 (b)は可動子変位 10 mm での分布図である．可動子変位 0 mm

では，中心部の磁束密度は 1.7 T 程度であり，磁気飽和が生じていることが確認できる．可

動子変位 10 mmの場合は，磁束密度はさらに大きく 2.0 T 程度となっており，中心部は強

く磁気飽和している．特に可動子変位が大きい場合，可動子永久磁石と鉄凸部の対向面積

が大きく，永久磁石により発生する磁束が中心コアに多く流れ，これが正方向電流通電に

よる磁束と同一方向であるために磁気飽和が起こりやすいと考えられる．可変バイアス力

を大きくする観点からは，永久磁石と感温磁性体の体積を大きくとるべきであるが，その

ためには中心コアの寸法を小さくしなければならず，発生できる電磁力が小さくなる．今

回は，荷重を高応答に動作させる必要のない制振機構への応用を考慮した設計を行ってお

り，この場合は，荷重の位置を調節できるだけの小さな電磁力を発生できれば十分である．

しかし実際には，ガイドの摩擦や可変バイアス力の位置依存性に起因する外乱力が生じる

可能性があり，その場合には運動生成時に電磁力がこれを克服しなければならない．中心

コアの寸法を現状以下にすると，特に可動子変位が大きい場合に運動生成のための十分な

推力が得られなくなる可能性が高くなる．よって，表 4.1 に表記したパラメータを採用して

いる． 

 上述の解析モデルでは，感温磁性体が最低温度の場合の発生推力が28.8 N となり，推力

が下向きとなった．本アクチュエータは，可変バイアス力によって鉛直荷重を支持するこ

とを目的としているため，可変バイアス力は常に上向きに発生する必要がある．つまり， 

Fig. 4.15: Analytical model for the magnetic analysis with the 
bias PMs 
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感温磁性体が最低温度の場合の可変バイアス力が 0 N となるように，可変バイアス力の変

化範囲を調節する必要が生じる．そこで，鉄凸部の間に 6 個存在するすきまのうち，3 個に

バイアス用 PM と呼ぶ永久磁石を配置する．図 4.15 に，バイアス用 PM を配置した解析モ

デルを示す．バイアス用 PM は，半径方向内向きの磁極を持つ可動子永久磁石に対向する．

可動子に上向きの力を与えるためには吸引力を得る必要があることから，対向する可動子

永久磁石と同様，半径方向内向きの磁極を持つ永久磁石を使用する．バイアス用 PM には，

厚さ 7.2 mm，角度 20°の日立金属株式会社製 NEOMAX45SH を使用している．ここでは

可動子の自重を考慮し，感温磁性体が最低温度の状態で 4 N の可変バイアス力が発生する

ように設計した．なお，永久磁石の透磁率は真空の透磁率と同程度であるため，電磁力発

生用の磁気回路には影響を与えず，単に可変バイアス力の変化範囲を調節する役割のみ担

うことになる． 

 磁場解析により得られた変位に対する発生推力の関係を，図 4.16 に示す．実線は可変バ

イアス力を示しており，青線が最低温度，赤線が最高温度のときの値である．可変バイア

ス力は，変位に対してほぼ一定の値であることが確認できる．また，通電時にはこれに重

畳し，電磁力が発生していることが確認される．可動子変位 0 mm，10 mm における±830 

AT 発生時の電磁力（最低温度時）は，図 4.16 に示す解析結果より，それぞれ 12.8 N，8.17 

N と計算され，いずれもバイアス用 PM を配置しない場合の解析結果よりも大きい．これ

は，鉄凸部に対向する可動子永久磁石やコイルへの正方向電流の通電によって生じる磁束

が，半径方向内向きの磁極を持つバイアス用 PM からの磁束により減じられるため，磁気

飽和が緩和されることに起因すると考えられる．図 4.17 は中心コアの磁束密度分布をバイ

アス用PMの有無により比較した結果であり，図4.17 (a)，(b)はそれぞれ，可動子変位0 mm，

10 mmの場合を示している．いずれの場合においても，バイアス用 PM を用いない場合に

比べ，用いた場合の方が，中心コアの最大磁束密度が 0.1 T 程度低下していることが確認で

きる．つまり，磁気飽和による非線形性の影響まで考慮した場合，バイアス用 PM は電磁
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Fig. 4.16: Analytical results of the thrust force 
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力の増加に寄与していることが理解できる． 

 

4.4.2 熱減磁を回避するための設計 

 本アクチュエータは，加熱された感温磁性体が永久磁石と対向する構造を有しているた

め，永久磁石が加熱された場合，保磁力が低下して自己減磁する可能性がある．特に，ネ

オジム磁石は熱減磁を起こしやすい性質を有している(70)．この影響を調べるため，4.4.1 項

で決定したパラメータに基づき，熱特性を調べる装置を試作した．図 4.18 はその写真であ

る．感温磁性体と永久磁石の部分には，これらと近い熱特性を有する SUS309 を使用して

いる．感温磁性体に相当する部分を 125 ℃に維持する実験において，永久磁石に相当する

部分で 60 ℃までの温度上昇が確認されている．このため，温度上昇を考慮した永久磁石の

選定を行う必要がある．磁石の内部磁場は磁気抵抗が大きい場合に大きくなり，減磁の危

With the bias PMs 

 

Without the bias PMs 

 (a) Mover’s displacement: 0 mm 

Without the bias PMs 

 
With the bias PMs 

 (b) Mover’s displacement: 10 mm 

Fig. 4.17: Analytical results of magnetic flux density distribution 
with the magnetomotive force of 830 AT and the bias PMs 
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険性が増加する．そのため，感温磁性体を除去し，永久磁石を磁気抵抗の最も大きい環境

下に配置した状態で磁場解析を行い，その結果を図 4.19 に示している．磁場分布と磁束の

方向を調べた結果をそれぞれ図 4.19 (a)，(b)に示す．図 4.20 は使用した磁石の減磁曲線(71)

を示している．図 4.20 (a)は主極に用いた NEOMAX50BH，図 4.20 (b)は補極に用いた

NEOMAX45SH の減磁曲線である．主極用磁石では，大半の領域において磁場が 500 kA/m

以下となっており， 100 ℃以下では減磁しないことから，本磁石の使用は可能であると考

えられる．補極用磁石では，ほとんどの領域において，磁石の着磁方向に対して磁束の向

きが逆転しておらず減磁曲線上で議論することが可能であるが，100 ℃より低い温度にお

いて減磁曲線内での減磁は見られず，使用が可能であると考えられる． 

 

 

Fig. 4.18: Prototype for evaluating thermal characteristics 

(a) Stator structure of the prototype (b) Overview of the prototype 

(a) Magnetic field distribution (b) Direction of the magnetic flux 

Fig. 4.19: Magnetic field distribution and direction of the magnetic flux of PMs 
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4.4.3 コイルの定数設計 

 ここでは，コイルの体積と巻数について検討する．コイルの体積は，電磁力と消費電力

の関係を決定づけるパラメータである．磁場解析の結果より，発生電磁力𝐹𝑒はコイルにより

発生する起磁力𝑁𝐼を用いて 

 𝐹𝑒 =
9.6[N]

500[AT]
× 𝑁𝐼[AT] = (0.019 ∙ 𝑁𝐼[AT])[N] (4.5)  

と表現される．また，消費電力𝑃は，銅線の抵抗率𝜌，コイルの外径𝑟1，内径𝑟2，コイルの高

さℎを用いて 

 𝑃 = ∫ 𝜌
2𝜋𝑟

ℎ∆𝑟
(

∆𝑟

𝑟1 − 𝑟2

𝑁𝐼)
2𝑟1

𝑟2

=
𝜋𝜌𝑁𝐼2

ℎ
∙

𝑟1 + 𝑟2

𝑟1 − 𝑟2

 (4.6)  

と表現される．ここで，ℎ = 20 mm，𝑟1 = 12.75 mm，𝑟2 = 12.15 mm，𝜌 = 1.72 × 10−8 Ω ∙ m(72)

を代入すると， 

 𝑃 = (1.12 × 10−4 × (𝑁𝐼[AT])2)[W] (4.7)  

と計算され，式(4.5)を代入すると， 

 𝑃 = (3.10 × 10−1 × (𝐹[N])2)[W] (4.8)  

と計算される． 

 ここで，図 4.18 に示した試作装置を用い，可動子変位を 5 mmとした条件で感温磁性体

に相当する部分の温度を 130 ℃に保つ実験を行った．その結果，15.4 W の電力供給により，

温度の維持が可能であることがわかった． 

実際のアクチュエータには，ガイドの摩擦や可変バイアス力の位置依存性が多少なりと

Fig. 4.20: Demagnetization curve of permanent magnets used for the proposed actuator(71) 

(a) NEOMAX50BH (b) NEOMAX45SH 
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も存在すると考えられる．これらの望まれない力が可変バイアス力最大値の 5 %に相当する

2.5 N 以下と仮定すると，電磁力 2.5 N で消費電力が 1.9 Wであれば，温度を維持する熱量

に比べて十分小さく，その消費電力は問題にならないと考えられる． 

続いて，電線の寸法と巻数を決定する．本アクチュエータではコイルが電熱線の役割を

兼ねており，冷却時には感温磁性体からコイルを経由して熱が移動するため，コイルの熱

伝導性は極力高いことが好ましい．コイルを構成する電線は，熱伝導性の高い銅と熱伝導

性の低い被膜から構成されるため，ここでは被膜が 6 m の平角線（三菱電線製 Mexcel®）

を用い，熱伝導性の向上を図った．加えて，コイルの層数はできるだけ少なくすべきであ

る．ここで，層数を 1 層とした場合，平角線の長辺を銅製の円筒部品に接触させてコイル

を製作するため，設計値の通り厚さを0.6 mmとすると，平角線の幅は0.6 mm以上となり，

巻数の上限は 33 回となる．駆動回路の最大電流が 10 A と仮定すると，加熱電力の最大値

は 12.2 Wとなる．感温磁性体を最低温度から最高温度まで加熱するには 3000 J 程度必要

であるため，加熱に 240 秒以上の時間を要することになる． 

そこでコイルを 2 層，厚さを 0.3 mm，幅を 0.45 mm とした．巻き数の上限は 88 回で駆

動回路の最大電流が 10 A と仮定すると，起磁力の最大値は 880 AT，加熱電力の最大値は

86.7 W となる．これにより，最高温度まで 30 秒程度で加熱できることになる．以上で決

定した設計パラメータを利用してアクチュエータを製作する． 

 

4.4.4 TSMM ユニット固定リングの強度計算 

 4.3.2 項で示したように，TSMM ユニットは感温磁性体，コイル，銅製の円筒部品により

構成されている．感温磁性体は円筒形状をしているが，組み立て容易性を考慮し，3 分割さ

れた円弧状の感温磁性体を組み合わせて円筒形状を構成している．組み合わされた感温磁

性体は，円筒形状の両端よりはめこまれるステンレス製のリングにより固定される．TSMM

ユニットの分解図を図 4.21 に示す．感温磁性体は永久磁石との作用により半径方向外向き

に引かれる力を受けるが，この力は全て固定用のリングに作用することになる．よって，

Fig. 4.21: Exploded view of the TSMM unit 
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固定用のリングが十分な強度を有する必要がある． 

 図 4.22 は，感温磁性体部品 1 個に作用する力を求めるための磁場解析モデルである．解

析により，感温磁性体部品には，径方向に 148 N の力が作用することがわかった．図 4.23

に示すように，外径 31.7 mm，高さ 1 mm，厚さ 1 mm の寸法で固定用リングを設計し，

これをもとに計算を行う．図 4.24 のように，感温磁性体からは固定用リングに均一な応力

が作用していると仮定すると，感温磁性体の円弧端部間の距離が 24.9 mm で固定用リング

の高さが 1 mmであるため，固定用リングに生じる応力𝑝は，固定用リングが上下 2 個存在

することに注意し 

 
𝑝 =

1

2
∙

148[N]

24.9 × 10−3[m] × 1 × 10−3[m]

= 2.97 × 106[Pa] 

(4.9)  

と計算される．実際には，円弧の頂点の角度においてのみ上記の応力が径方向に作用し，

他の角度においてはこれより小さい値の応力が作用するが，ここでは簡単のため，図 4.25

のように，全ての角度において上記の応力が固定用リングに径方向に作用する，より厳し

Fig. 4.22: Analytical model for calculating the 
force applied to one TSMM part 

Fig. 4.23: Size of the stainless ring for fixing 
the TSMM unit 

Fig. 4.24: Assumption that the same stress is 
applied between the ring and the TSMM arc 

Fig. 4.25: Assumption that the same stress is 
applied to the ring in the radial direction 
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い条件を仮定する． 

 次に，固定用リングに生じるひずみの計算を行う．薄肉円筒において円周方向に作用す

るひずみ𝜀𝜃は，半径𝑟，ヤング率𝐸，厚さ𝑡，ポアソン比𝜈を用いて 

 𝜀𝜃 =
𝑝𝑟

𝐸𝑡
(1 −

𝜈

2
) (4.10)  

と表現される(73)．ここで，ステンレス（SUS303）のヤング率𝐸 = 197 × 109 Pa，ポアソン

比𝜈 = 0.29(74)を用いると 

 
𝜀𝜃 =

2.97 × 106[Pa] ×
31.7

2
× 10−3[m]

197 × 109[Pa] × 1.00 × 10−3[m]
× (1 −

0.29

2
)

= 2.09 × 10−4 

(4.11)  

と計算される．これより，半径方向の変形𝑥は 

 
𝑥 = 𝜀𝜃 ∙

𝑟

2
= 2.09 × 10−4 ×

31.7

2
× 10−3[m]

= 3.31 × 10−6[m] 

(4.12)  

となり，約 3 m の変形が生じ得ることが計算され，十分小さい値であることが確認される． 

 続いて，強度に関する計算を行う．円周方向の発生応力𝜎𝜃は 

 𝜎𝜃 = 𝐸𝜀𝜃 = 193 × 109[Pa] × 2.09 × 10−4 = 40.3[MPa] (4.13)  

と計算される．SUS303 の 0.2%耐力は 205 MPa 以上であり(75)，発生応力に比べて十分大

きく強度上の問題は無いと考えられる．よって，固定用リングの製作では，設計値を使用

する． 

 

4.5  試作装置 

4.5.1 試作アクチュエータの構成要素 

試作装置の全体構造を図 4.26，構成部品を図 4.27 に示す．試作装置は，固定子と可動子

と，それらを支持する構造からなる． 

Fig. 4.26: Overview of the fabricated actuator Fig. 4.27: Component parts of the prototype 
actuator 
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図 4.28 に可動子の構造を示す．実際の試作装置では，永久磁石の取付けを容易化するた

め，磁石の断面形状は図 4.29 に示すように，磁石間あるいは磁石と鉄ヨークとの接着面は

平面形状としている．可動子は，ボールガイドのキャリッジと接続された部品と，可動子

のフランジ部で固定される．これにより，可動子は，1 対のボールガイドにより上下動する

構造となっている．なお，可動子ヨークにはケイ素鉄を使用している．可動子を含む可動

部の重量は 314 g である． 

図 4.30 は固定子の構造を示しており，図 4.30 (a)に固定子の全体構造，図 4.30 (b)にその

分解図が示されている．固定子は，設置部に完全固定されている部分と，熱回路切り替え

のために回転支持されている部分に分けられる．円柱状の中心コアと下部の鉄製円盤は，

磁気回路を構成することに加え，放熱時に熱伝導部となるため，磁気特性と熱伝導性を両

立できる電磁純鉄を使用している．中心コアは，鉄製円盤に開けられた穴を通じてキーを

用いて銅製ベースに完全固定され，放熱時に使用される放熱カラムと 6 個の鉄凸部からな

る部品もキーによって中心コアに固定されている．その部品の詳細構造を図 4.31 に示す．

鉄凸部の間のすきまには，上半分が除去されているものと全く除去されていないものが存

Fig. 4.28: Structure of the mover Fig. 4.29: Top view of the mover 

Fig. 4.30: Structure of the stator 

(a) Overview of the stator (b) Exploded view of the stator 
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在し，これらが交互に配置されている．除去されていないすきまには，4.4.1 項で説明した

バイアス用 PM が固定されている．除去されているすきまには，図 4.32 に示す TSMM ユ

ニットを支持する部品のうち TSMM サポートと呼ぶ部分が張り出しており，TSMM ユニ

ットの突起部と図 4.33 のように接続されている．TSMM サポートと TSMM ユニットは断

熱材を介して接続されており，熱の散逸を防止し消費電力の低減を図っている．なお，断

熱材には熱伝導率 0.12 W/m･Kのニチアス株式会社製高強度樹脂断熱板レジサル®Kが使用

されている．また，TSMM サポートと TSMM ユニットの間に相対変位が生じないように，

両者はねじにより締結されている．TSMM ユニットを支持する部品は，2 個のベアリング

により中心コアに対する回転を許容するように固定され，許容回転角度は 13°であり，

TSMM ユニットと放熱カラムの間の相対角度を変化させて断熱・放熱を切り替えることが

可能となっている． 

なお，TSMM ユニットを含む回転支持されている部分が上部の 2 個のベアリングのみで

支持されている場合，図 4.34 に示すように，TSMM ユニットが可動子永久磁石によって一

方に強く引かれるため，ベアリングに大きな曲げモーメントが発生し，回転が困難となる

Fig. 4.31: Unit of iron protrusions Fig. 4.32: Unit for supporting the 
TSMM unit 

Fig. 4.33: Connecting part between the 
TSMM support and the TSMM unit 

Fig. 4.34: Displacement of the TSMM 

unit caused by the attraction force 
between mover’s PMs and TSMM 
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問題が生じた．そこで，図 4.35 に示すように，鉄製円盤にローラを設置し，このローラを

TSMM ユニット側面に接触させることで，TSMM ユニットの変位を防止する構造とした．

ローラには，熱伝導率が低く，高い耐熱温度を有する PEEK 樹脂を使用している．なお，

本ローラは 2 本のねじにより鉄製円盤に固定されており，位置を径方向に自由に調節でき

る． 

 

4.5.2 試作アクチュエータの組み立て方法 

最初に，TSMM ユニットの製作方法について説明する．図 4.36 の銅製部品は，銅製の円

筒部品に熱伝導性シリコーンコンパウンド（信越化学工業株式会社製 G-751）を塗布した

上で 83 ターンのコイルを巻き，下方に存在する引き出し口より 2 本の電線を引き出したも

のである．電線には平角線を用い，長辺部分が円筒部品に接するように巻かれている．こ

の銅製部品にシリコーンコンパウンドを塗布した上で，図 4.37 のように 3 方より感温磁性

体をはめこみ，上下から TSMM ユニット固定用リングをはめて固定する． 

次に，固定子の組み立て方法を説明する．図 4.38 は固定子の製作途上の部品で，中心コ

Fig. 4.35: Rollers for preventing the displacement of the TSMM unit 

Fig. 4.36: Copper part wound with an 83-turn 
coil 

Fig. 4.37: Method for fabricating the TSMM 
unit 
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ア側面にシリコーンコンパウンドを塗布した状態で放熱カラムをはめ，鉄製円盤を介して

ねじにより銅製ベースに固定されている．放熱特性を高めるために，中心コア底面にもシ

リコーンコンパウンドを塗布している．また，放熱カラムの張り出し部に，熱伝導性接着

剤を用いて熱伝導シートを貼付している． 

その後，TSMM ユニット，鉄凸部，TSMM サポートの順に中心コアに挿入する．そして，

TSMM サポートを，断熱材を介して TSMM ユニットに接続し，ねじで固定する．中心コ

アの最上部にナットを取り付け，固定子が完成する．完成した固定子を図 4.39 に示す． 

 

4.6  駆動特性 

試作アクチュエータを用い，各特性を実験的に明らかにし，既存の電磁アクチュエータ

との性能比較を行う．雰囲気温度は 22 ℃としている． 

 

4.6.1 推力特性 

 本項では，試作アクチュエータの推力特性を明らかにする．推力測定のために，図 4.40

に示す実験装置を構成した．本実験装置は，Z ステージに取り付けたロードセル（共和電業

製 LUX-B-200N-ID-P）と可動子を接続することにより，任意の変位における推力を測定で

きる構成となっている． 

 最初に，感温磁性体温度と可変バイアス力との関係を調べた．コイルに電流を通電して

感温磁性体温度を増加させ，一時的に無通電状態にすることにより，純粋な可変バイアス

力を測定することが可能となる．測定結果を図 4.41 に示す．温度に対して推力が非線形に

増加していることが確認される．特に高温では，感温磁性体の飽和磁束密度の温度変化が

大きくなり，これが非線形性の主な原因であると考えられる． 

Fig. 4.38: Central iron core fixed on the 
copper basement 

Fig. 4.39: Fabricated stator 
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 次に，可変バイアス力と高応答力の両者を測定する実験を行った．コイルの耐熱温度は

155 ℃であることから，余裕を見て感温磁性体の最高温度を 145 ℃とし，また，放熱速度

を決定する雰囲気温度との温度差を設ける目的で，最低温度を 50 ℃とした．コイルに電流

を通電して温度を増加させ，目標の温度を維持した状態で電流を変化させる方法により，

様々な組み合わせの温度と電流に対して推力を測定した．実験結果を図 4.42 に示す．青線

で示す最低温度時に比べ，赤線で示す最高温度時には可変バイアス力が 42 N 増加している

ことが確認される．また，両温度において，可変バイアス力は変位によらずほぼ一定であ

ることが確認できる．さらに，±10 A の電流を通電し±830 AT の起磁力を得た場合の推力値

を点線で示しており，バイアス力に加えて電磁力が重畳して発生していることが確認でき

る．可変バイアス力の最大値は，解析値である 49.6 N に比べ若干低下している．また，電

磁力も図で示す解析結果に比べて若干小さい．○印で示しているように，解析結果と同様，
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Fig. 4.40: Experimental setup for 
measuring thrust force 

Fig. 4.41: Relationship between the TSMM 
temperature and the variable bias force 

Fig. 4.42: Thrust characteristics with respect to 
temperature and current 
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電磁力は正方向の電流を通電した場合において，特に可動子変位が大きい際に値が小さく

なる傾向がある．なお，青線で示す最低温度時の可変バイアス力は 0 N を下回っており，

バイアス用 PM の幅の再決定が必要と考えている． 

 

4.6.2 消費電力 

 本アクチュエータは，一定の高い推力を小さな消費電力で連続的に発生することを目的

としているため，省エネルギー性能の検証は重要である．ここでは，定常状態において荷

重を支持するのに必要な消費電力のことを定常消費電力と呼ぶ．定常消費電力は，感温磁

性体温度を一定に保つのに必要な電力であり，TSMM ユニットから散逸する単位時間当た

りの熱量と言い換えることもできる． 

 定常消費電力を明らかにするために，リニアエンコーダからの変位信号を用いた位置制

御系を構成し，目標可動子位置を 5 mm に維持した状態で，定常状態における消費電力を

測定した．消費電力の測定には，日置電機製 AC/DC パワーハイテスタ 3334 を使用した．

荷重として，1kg のおもりを 3 個使用している．なお，フィードバック制御器には PID 制

御器を使用し，各ゲインは表 4.2 に示す通りとした． 

 結果を図 4.43 に赤線で示す．横軸を実効的発生推力，縦軸を消費電力として表示してい

る．消費電力は大きく，このままでは省エネルギー性能は不十分である．なお，4.6.1 項で

示したように，感温磁性体が最低温度時の発生推力は6.8 N であり 0 N を下回っている．

これはバイアスPMの幅を変更することにより 0 Nに容易に調節できると考えられるため，

図 4.43 においては搭載荷重に 6.8 N を加えた値を実効的発生推力として用いている． 

Table 4.2: Gains of positioning controller for 
measuring the steady state power consumption 
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Fig. 4.43: Relationship between the thrust force and the steady 
state power consumption at the mover’s position of 5 mm 

Proportional gain Derivative gain Integral gain

5.00×104 A/m 1.40×103 A·s/m 1.00×105 A/m·s
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 定常消費電力を削減するためには，TSMM ユニットから空気を通じて永久磁石など周囲

に伝達する熱量を削減する必要があり，断熱性能の向上が求められる．そこで，アクチュ

エータ全体を真空雰囲気下に置いて，その効果を検証した．図 4.44 は，用いた実験装置を

示している．アクチュエータ全体を真空チャンバの中に入れ，油回転ポンプとターボ分子

ポンプを併用し，0.2 Pa の真空度での定常消費電力を測定した．なお，真空チャンバの中

にリニアエンコーダを入れることは困難であるため，レーザ変位計（株式会社キーエンス

製 LK-G80）を用い，外部から変位を測定した．使用したレーザ変位計は計算処理に遅れが

伴い，表 4.2 に示すゲインでは安定した位置制御が困難であった．このため，PID 制御器の

ゲインを変更し，表 4.3 に示す通りとした．結果を図 4.43 に青点で書き加えており，26.3 N

の推力発生時に 1.92 W の定常消費電力が得られた．赤線で示す大気中の場合と比較して分

かるように，大幅な定常消費電力の削減が実現されている． 

Fig. 4.44: Experimental setup for making a vacuum atmosphere 

Table 4.3: Gains of positioning controller for measuring the 
steady state power consumption in a vacuum atmosphere 

Proportional gain Derivative gain Integral gain

5.00×102 A/m 7.00×10 A·s/m 1.00×105 A/m·s

未公表部 



第 4 章 静的推力発生時の省エネルギー化と高応答を両立するハイブリッドアクチュエータと

その基本特性 

 

68 

 

しかしアクチュエータ全体を真空チャンバ内に入れることは，実用上難しい．その対策

として図 4.45 に示すように，可動子・固定子間のエアギャップ内に真空耐圧容器を挿入し，

TSMM ユニットのみの真空化を図ることが考えられる．この方法であれば通常のアクチュ

エータと同様の使い方が可能になる．しかし精密な耐圧容器の製作や真空導入端子の取付

け，真空封止設備が必要になる． 

 より簡単な方法として，常圧の断熱ガスを封入する方法が考えられる．図 4.46 に示すよ

うに，常圧の断熱ガスを満たした袋で可動子を覆うといった，比較的簡単な方法が利用で

きる．そこで常温断熱ガスとしてキセノンガスを用い，その効果を実験的に検証した．実

験に際しては，まず上述の真空チャンバ内にアクチュエータを設置し，真空ポンプで 214 Pa

まで減圧した後にキセノンガスを常圧まで充填して，同様の方法で定常消費電力を測定し

た．結果として 26.3 N 発生時の定常消費電力が 5.64 W となり，大気中で実験した場合の

3.4 分の 1 となり，有効性を確認できた．キセノンガスの熱伝導率は空気の 4.5 分の 1 であ

り，理想的にはより高い効果が期待されたが，輻射や接触部からの熱の散逸などによる影

響が生じたものと考えられる． 

 

4.6.3 電磁アクチュエータとの性能比較 

 これまでに明らかにした特性をもとに，試作アクチュエータの性能を既存のアクチュエ

ータと比較し，その有効性を明らかにする．ここでは，電磁アクチュエータとの性能比較

を行う．比較対象は，試作アクチュエータと同径で全長が 64.8 mm でほぼ同一サイズの

H2W 社製ボイスコイルモータ NCC05-18-060-2X と，安川電機製コア付リニアモータ

SGLFW2-30A070AS とする．なお，後者に関しては，定格推力が体積に比例し，同推力時

の消費電力は体積に反比例するという仮定の下で，試作アクチュエータの体積に換算して

Fig. 4.45: Vacuum sealing structure 
using a pressure resistant vessel 

Fig. 4.46: Adiabatic gas sealing structure 
using gas barrier films 
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比較する．性能比較結果を表 4.4 に示す．真空封止時の試作アクチュエータの性能は，定格

推力と消費電力の両方において他のアクチュエータに対する優位性を示している．また，

今回は 26.3 N 発生時の消費電力について比較を行ったが，電磁アクチュエータの消費電力

は推力の 2 乗に比例するのに対し，試作アクチュエータは正比例することから，高推力発

生時には試作アクチュエータの優位性がさらに高まるものと考えられる． 

 

4.6.4 温度応答特性 

 試作アクチュエータは，搭載荷重が変更された場合，感温磁性体の温度を変化させて可

変バイアス力を荷重に追従させて使用する．よって，可変バイアス力が荷重に追従するた

めに必要な時間は，感温磁性体の温度応答特性に支配される．そこで，感温磁性体の温度

応答特性を明らかにする． 

 図 4.47 に可動子変位が 0 mm の場合の温度応答波形を示す．最初に，温度 50 ℃より最

大電流 10 A で 30 秒間加熱している．コイルの抵抗値は常温で 1.0 であるため，100 W の

電力で加熱したことになる．これにより，温度は約 140 ℃まで上昇した．以降電流は 0 A

Voice coil motor Cored linear motor

Proposed hybrid

actuator

(In a vacuum)

Rated thrust force 26.7 N 31.7 N 42 N

Power consumption 

with the force of 

26.3 N

11.6 W 7.7 W 1.9 W

Table 4.4: Performance comparison to conventional actuators 
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Fig. 4.47: Temperature response to the current input and the 
rotation of the TSMM unit at the mover’s position of 0 mm 
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とし，40 秒で TSMM ユニットを放熱側に 40 mNm のトルクで回転させた．ここでは，簡

単のため，TSMM ユニットと接続されているばねばかりを手で引くことにより放熱動作を

行った．これにより，TSMM ユニットを回転させない場合に比べて速やかに温度が低下し

ていることが確認される．温度特性の改善は，省エネルギー特性を維持して荷重を変化で

きる範囲を広げることに有用であるが，応用範囲を広げるためには，さらに改善してゆく

必要があると考えている． 

 

4.7  結言 

本章では，大きな静推力の効率的発生と高応答性能を両立するハイブリッドアクチュエ

ータの構成を検討し，試作装置を設計製作し，有効性を検証した．最初に，第 3 章で提案

した，感温磁性体と永久磁石からなる可変バイアス要素を基礎に，構成要素を共有し電磁

力の発生を可能とする構造を検討した．本構造は，可変バイアス要素と高応答要素の両者

が磁気的・熱的要素を共有することにより，小型でかつ 1 個の駆動回路で駆動できる特徴

を有する．その 1 個の駆動回路で両要素を駆動する方法について説明した． 

次に，提案構造を基に設計を行った．可変バイアス力と高応答力の大小関係は設計上の

重要な指標であり，磁場解析を用いて磁気回路の各寸法を決定した．また，熱減磁に対す

る対策とその検証や，コイルの定数設計，TSMM ユニットを固定するリングの強度計算を

行った． 

最後に，設計に基づいて試作機を製作し，その基本的性能を実験的に明らかにした．推

力測定により，可動子変位によらずほぼ一定の可変バイアス力が得られ，電流の通電によ

り電磁力が重畳することが確認され，可変バイアス力の最大値は 42 N であった．また，本

アクチュエータの定常消費電力は，真空環境下で実験することで大幅に削減されることが

明らかとなった．さらにより製作が容易な方法として，キセノンガスを利用する方法を提

示し，有効性を実験により明らかにした．以上の結果により，定格推力と定常消費電力の

両者において，試作アクチュエータは既存の電磁アクチュエータに対し優位性を有するこ

とが示された． 

今後の課題としては，アクチュエータ自体に真空封止構造を実装することや，電磁力と

連動した熱回路切り替え動作を可能とすることなどが挙げられる． 
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第 5 章 ハイブリッドアクチュエータの制御性能 

 

5.1  緒言 

第 4 章では，高い静推力の効率的発生と高い応答性を両立できるハイブリッドアクチュ

エータを提案し，試作機を用いてその基本的な特性を明らかにした．本章ではハイブリッ

ドアクチュエータの応用を想定して運動制御系を構成し，その有効性を実験的に検証する．

ハイブリッドアクチュエータでは，コイルに通電される電流が，電磁力の発生に加え感温

磁性体の温度上昇による可変バイアス力の変化にも寄与する．つまり，電流と発生推力と

の関係は，通常の電磁アクチュエータの場合とは一致しない．しかし可変バイアス力と電

磁力の応答性には大きな開きがあり，ダイナミクスが大きな影響を与える制御系設計にお

いては，可変バイアス力の影響は無視でき，近似的に通常の電磁アクチュエータと同様に

扱うことが可能と考えられる．  

ここではまず，基本的な制御性能として位置制御性能を実験的に明らかにする．ロボッ

トアームや鉛直ステージでの利用を考えた場合，高精度位置制御は重要である．また，位

置制御機能に加えて高い応答性を有するハイブリッドアクチュエータは，鉛直制振メカニ

ズムの機能向上に貢献することが期待される．そこで次に，ハイブリッドアクチュエータ

を鉛直制振メカニズムに使用することで生ずる長所を述べた上で，ハイブリッドアクチュ

エータのための制振制御系を構成し，その制振性能を実験的に明らかにする． 

 

5.2  位置制御性能 

ハイブリッドアクチュエータは，通常の電磁アクチュエータと同様に，高い力応答性を

有し，位置・運動制御に適していると考えられる．ここでは位置制御系を構成し，その有

効性を検証する． 

Fig. 5.1: Block diagram of the position control system
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図 5.1 は位置制御系のブロック線図で，標準的な PID 制御系を採用している．フィード

バック制御器の各ゲインは表 5.1に示す通りである．積分ワインドアップ防止のため，±5 A

の飽和付き積分器を使用している．また，アクチュエータのコイルを保護するため，±10 A

の飽和要素を設け，電流値を制限している．電流アンプには，Copley 製 JSP-180-20 を使

用している．リニアエンコーダの分解能は 100 nm，サンプリング周波数は2.5 kHzである． 

 図 5.2は位置制御の結果で，目標値として 30秒から 2秒間一定速度で 5 mm移動し，40

秒から 2秒間でさらに 5 mm移動する変位波形を入力している．赤線は変位，青線は誤差，

黄色線は目標値を示している．図 5.2 (a)は荷重を搭載しない場合で，定速時の追従誤差は

Table 5.1: Parameters of the position control system
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Fig. 5.2: Position control results
 

(a) Without a weight load
 

(b) With a weight load of 1 kg
 

3.00×105 A/m 2.00 ×103 A·s/m 2.00×106 A/m·s
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16 m以下，定値制御時の誤差は 1.5 m以下となった． 

 図 5.2 (b)は 1 kgの荷重を搭載した場合で，定速時の追従誤差は 19 m以下，定値制御時

の誤差は 0.7 m以下となった．図 5.3はおもりを搭載した時の様子で，可動子の上に直接

搭載している． 

 図 5.2 (a)と(b)を比較してわかるように，定値制御時の誤差は荷重搭載時の方が小さくな

っている．荷重を搭載しない場合には，積分器出力が悪影響を与えているように思われ，

精密な位置制御の実現には，搭載荷重に対して高いロバスト性を有する制御系の使用が必

要であると考えられる．なお，十分時間が経過した後は，荷重の有無に無関係にリニアエ

ンコーダの分解能と同程度の精度が得られることを確認している． 

 目標位置が変化している時は，荷重を搭載した場合に大きな振動が生じている．荷重を

搭載した場合は慣性が大きくなるため，振動が小さくなると期待したが，実験では逆の結

果となった．そこで，この振動の原因について考察する．図 5.4は定速運動時の運動を拡大

Fig. 5.3: Weight load of 1 kg mounted on the 
fabricated actuator

 

Fig. 5.4: Enlarged view of the mover’s displacement
 

(a) Without a weight load
 

(b) With the weight load of 1 kg
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表示した図で，図 5.4 (a)は荷重なしの場合，図 5.4 (b)は 1 kgの荷重を搭載した場合の結果

である．荷重を搭載しない場合には顕著な振動は見られないものの，1 kg の荷重を搭載し

た場合には停止と運動を繰り返す振動的な運動をしている．これは，ボールガイドの摩擦

特性に起因するスティックスリップ現象(76),(77)であると考えられる．荷重を搭載した場合に

は可動部の慣性が大きくなるため，動き出しや停止に要する時間が増加し，運動と停止の

間隔が長くなり，結果として誤差振幅が大きくなったものと推測している．運動精度の向

上のためには，摩擦の小さい有限ストロークのガイドを使用することなどが有効と考えら

れる． 

  

5.3  制振制御性能 

 本節では，ハイブリッドアクチュエータの応用例として鉛直制振メカニズムを取り上げ，

その有効性を検証する．本ハイブリッドアクチュエータは，可動子に荷重を搭載した状態

で高効率に運動することができる．その能力を活かせば，姿勢制御機能と制振制御機能を

両立する新しい搬送装置に応用できると考えている．そこでハイブリッドアクチュエータ

を用いて制振制御系を構成し，その有効性を検証する． 

 

5.3.1 高機能鉛直制振メカニズムへの応用 

 ハイブリッドアクチュエータは，荷重を支持するための高い静推力を全ストロークに渡

り発生でき，そのもとで高応答な運動制御を可能とする特徴を有している．その能力を用

いれば，鉛直荷重を支持しながら可動子変位を低周波で運動させる機能に加え，アクティ

ブな制振メカニズムとしての機能を果たすことも可能であると考えられる． 

 搭載荷重に鉛直方向の振動が伝達するのを防止する目的で，様々なアクティブ鉛直制振

メカニズムが研究されている．荷重を支持するばねと高応答なアクチュエータを併用する

方式や(49),(78)，空気圧アクチュエータを使用する方式(79)-(81)，ゼロパワー磁気浮上を使用す

る方式(82),(83)などが存在する．図 5.5 は空気圧アクチュエータを使用する例で，制振機能に

加えて位置制御機能も有し，複数組み合わせることで荷重搭載面の姿勢制御が可能となる．

図 5.6はゼロパワー磁気浮上ユニットと線形ばねを組み合わせた例で，搭載荷重によらず一

定の可動子高さをゼロパワーで保つことが可能である(84),(85)．これらを複数組み合わせて荷

重重心の位置によらず水平を維持する制振テーブルを実現できる． 
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 ここで姿勢制御機能と制振制御機能を両立できる鉛直制振メカニズムとして，図 5.7のよ

うな，凹凸のある地面や傾斜路を走行する搬送装置を考える．この装置には，路面の状態

によらずに一定の姿勢を維持しながら制振制御を行うことが求められる．上述の通り，空

気圧アクチュエータ方式は姿勢制御機能と制振制御機能の両立が可能であるが，コンプレ

ッサやエアタンクなどの付属設備が必要であり，携帯性が要求される搬送装置には不適当

である．一方ゼロパワー磁気浮上を用いた方式は，任意の荷重を一定の可動子高さで，ゼ

ロパワーで維持することは可能であるが，任意の可動子高さをゼロパワーで維持すること

は不可能である．よって地面の凹凸や傾斜に対して荷重搭載面を水平に保つ姿勢制御には

適していない．また，姿勢制御機能を有していない鉛直制振メカニズムを姿勢制御用メカ

ニズムと併用することで両機能の両立は可能であるが，自由度に対して 2 倍の数のアクチ

ュエータが必要となり，システムが煩雑化する問題がある． 

 そこで，全ストロークに渡る鉛直荷重の支持と高応答な運動制御の両立を可能とするハ

イブリッドアクチュエータにより，以上の問題の解決を図る．ハイブリッドアクチュエー

タは，変位によらず一定の可変バイアス力を生成できるため，荷重の支持における高い省

Fig. 5.5: Pneumatic vibration control unit by 
Meiritsu Seiki Co., Ltd.

(81) 
Fig. 5.6: Zero power magnetic suspension 

unit with a weight support mechanism by 
Kawachi, Ishino, Takasaki, and Mizuno

(84) 

Fig. 5.7: Transport mechanism with vibration control units which can stabilize the 
attitude of the carrier on a bumpy road or a slope
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エネルギー性能を維持しつつ，自由な運動を生成することが可能である．その結果として，

地面の凹凸や傾き，荷重重心の偏りにかかわらず小さな消費電力で荷重搭載面の姿勢を維

持できる高機能な鉛直制振メカニズムの実現が可能となる．  

 

5.3.2 制振制御実験 

 ハイブリッドアクチュエータをアクティブ制振へ応用し，その制御性能を明らかにする．

制振制御系は，交通機関や輸送装置など様々な分野で使用されており， 制御系にも様々な

種類が存在する(86)-(89)． ここでは 5.2節の位置制御系と同じく，通常の電磁アクチュエータ

応用システムで標準的な，単純な制御系であるスカイフック制御系を採用し，ハイブリッ

ドアクチュエータに適用した場合の有効性を実験的に検証する． 

 図 5.8に制振制御で用いた実験装置を示す．可動子と固定子の両方に加速度センサ（共和

電業製 AS-5GB）を設置し，アクチュエータの固定子を加振器（エアブラウン製 VG-100）

の可動部に接続した．図 5.9に制振制御系のブロック線図を示す．可動子に設置されている

加速度センサの出力信号は，ハイパスフィルタでドリフトの影響を除かれ，符号を反転し

た後にゲイン𝐾𝐷により増幅され，積分器に通される．積分器の出力は，速度と同じ次元を

有し，減衰力として作用する．ハイブリッドアクチュエータは，機構的な剛性を有してい

ないため，可動子・固定子間の相対変位に拘束条件を与える必要がある．目標値とリニア

Fig. 5.8: Experimental setup for the vibration control experiment
 

Fig. 5.9: Block diagram of the vibration control system
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エンコーダ出力値との差により計算される偏差は比例ゲイン𝐾𝑃により増幅され，上述の積

分器出力に加算される．また搭載荷重による制御偏差を補償するため，積分ゲイン𝐾𝐼の積分

器に通された上で比例ゲイン出力に加算される．なお，積分ワインドアップを防止するた

め±10 Aの飽和付き積分を使用している．またコイルを保護するため，±10 Aの飽和要素を

設け電流値を制限している．利用したコントローラゲイン，パラメータは表 5.2に示す通り

である．電流アンプには，Copley 製 JSP-180-20 を使用している．リニアエンコーダの分

解能は 100 nm，サンプリング周波数は 2.5 kHzである． 

 図 5.8の実験装置・制御系を用いて制振性能を調べた．固定子と可動子に設置された両加

速度センサの出力を周波数特性分析器（エヌエフ回路設計ブロック製FRA5022）に接続し，

周波数特性を測定した．加振器に通電する電流の振幅を周波数によらず一定にすると，周

波数によっては十分な精度が確保できない問題が生じた．そこで，周波数 1 Hz～3 Hzにお

いては振幅 1.5 A，周波数 3 Hz～30 Hzにおいては振幅 0.6 A，周波数 30 Hz～100 Hzにお

いては振幅 2.4 Aの正弦波電流を加振器に印加することとした． 

ここでは，減衰性能を決定する制御ゲイン𝐾𝐷を様々な値に変更して実験を行った．それ

ぞれの場合の測定結果を図 5.10に示す．低周波領域においては，𝐾𝐷の増加に伴い，振動減

衰性能が向上していることが確認できる．その一方で，20 Hz以上の周波数領域においては，

大きな値の𝐾𝐷を使用した場合に，逆に振動伝達ゲインが増加している箇所が確認される． 

以上の実験結果に基づき，最適な値として，𝐾𝐷 = 300 A ∙ s m⁄ と決定した．図 5.11 は，

決定した𝐾𝐷を用いた制振制御系のゲイン特性である．図中の赤線が実験値で，黒線は理論

値を示している．1 Hz付近の低周波領域では，実験値と理論値はおおむね一致しているが， 

5 Hz以降の周波数では，実験値が理論値を大きく上回っており，実験装置の減衰性能が悪

いことがわかる． 

Fig. 5.10: Gain diagram of the vibration control results with 
some different values of 𝐾𝐷
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ハイブリッドアクチュエータは，変位によらない一定の可変バイアス力を生成し，剛性

がゼロとなる特性を有する．そのため理論上は，アクチュエータ自体に振動を伝達する要

素は存在しないことになる．よって，振動の伝達は，可動子・固定子間の相対変位に対し

て発生する電磁力のみにより生ずるはずであり，この電磁力は推力測定結果よりモデル化

していることを考えると，実験値は理論値に近い値になるはずである． 

そこで，考慮していない性能劣化要因として，固定子・可動子間に存在するガイドの摩

擦力や渦電流による影響が挙げられる．問題の解決のためには，摩擦係数の小さい有限ス

トロークのガイドを使用することなどが必要と考えられる． 

 

5.4  結言 

本章では，ハイブリッドアクチュエータの応用を念頭に，位置制御性能と制振制御性能

を検証した．まず，位置制御系を構成して位置制御実験を行い，結果として 1 kgの荷重を

搭載した場合において，サブミクロンオーダの位置決め性能を実現した． 

次に，ハイブリッドアクチュエータをアクティブ鉛直制振メカニズムに応用することを

想定し，その制振性能を明らかにするために，単純な制振制御系であるスカイフック制御

系を構成し，制振実験を行った．高周波領域において振動減衰性能が理論値に比べて劣化

する結果は得られたものの，アクティブ鉛直制振メカニズムとしての動作を確認すること

ができた．さらなる制振性能の向上のためには，ガイドの摩擦力低減などが必要になると

Fig. 5.11: Gain diagram of the vibration control system 
(𝐾𝐷 = 3.00 × 102  A ∙ s m⁄ )

 

Table 5.2: Parameters of the vibration control system
 

1.00×103 A/m 1.00×103 A/m·s 2·p·0.100 rad/s 2.00

1 10 100

-50

-40

-30

-20

-10

0

10
 Experimental    Theoretical

 

 
G

a
in

  
d
B

Frequency  Hz

未公表部 



第 5章 ハイブリッドアクチュエータの制御性能 

 

79 

 

考えられる． 
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第 6 章 結論 

 

6.1  本論文のまとめ 

本論文では，様々な長所のために産業界で広く使用され，これからも大きな存在であり

続けると考えられる電磁アクチュエータに着目し，その長所をさらに高める方法に取り組

んだ．電磁アクチュエータは，応答性や制御性が高く，比較的高い推力で，エネルギー効

率も比較的良好など，多くの点で優位性を有している．そのため求められる性能は年々厳

しくなるとともに，要求項目も増加している．本研究では，高加速・高速性能，位置・運

動精度，駆動効率を，特に重要な性能であると位置づけ，これらの性能向上を図る上で生

じる課題を明らかにし，その解決法を提示し，有効性を検証した． 

第 2 章「高加速・高速電磁力駆動系の高精度制御」では，生産効率に直結する高加速・

高速性能と製品品質を支配する位置・運動精度に特に着目し，これらを両立する電磁力駆

動系の実現を目指した．両性能は，サーボ機構における本質的な性能であり，両性能に対

する要求に応えることを目的に，加速度 100 G，速度 10 m/sを超える超高加速・高速リニ

アモータが試作され，位置決め動作においては 500 nm以下の精度が実現された．しかしな

がら，高い推力性能を得るために強い非線形性を有する構造が使用されており，加速度や

速度の増加に伴って運動精度が顕著に劣化する問題が生じ，その解決が重要な課題となっ

ていた． 

そこでこれまでの駆動設計の成果を活かせるように，制御技術により問題の解決を図っ

た．一般に，制御対象の逆モデルを必要とするモデルベースの補償器設計が運動性能向上

に有効であるが，強い非線形性を有する本制御対象の場合，その実現は困難であった．一

方，運動誤差には高い再現性があることから，学習機能を有するフィードフォワード制御

器を組み込み，問題解決を図った．その結果，高加速・高速運動時において運動誤差を大

幅に低減することに成功し，周波数 20 Hz・振幅 10 mmの正弦波運動においては，6.65 m

の追従誤差が 1.62 mに低減された． 

その一方で，高推力が要求される運動においては，コイルで生じるジュール損失が大き

くなり，小型化によりコイル体積が減少した場合には，消費電力のさらなる増大が懸念さ

れる．特に静的な高い推力を維持する必要がある場合，消費電力の増大，発熱による出力

制限が問題となりやすい上，消費電力を制御系の改良によって低減することは不可能であ

る．この問題解決のためには，新たな構成を有するアクチュエータが必要である． 

 そこで第 3 章「感温磁性体を用いた小型省エネルギーアクチュエータ」では，荷重に応

じた推力の連続的かつ効率的な発生と高応答な運動の生成を両立できる小型アクチュエー

タとして，静推力を効率的に発生できる「可変バイアス要素」と高応答な運動を生成でき

る「高応答要素」を組み合わせ，融合したハイブリッドアクチュエータの概念を提案した．

ハイブリッドアクチュエータを実現するために，まず，可変バイアス要素の構成について
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検討した．本研究では，電磁アクチュエータを用いた高応答要素との機能的，構造的な融

合を可能とするために，永久磁石と感温磁性体を組み合わせて磁力を発生する構成を採用

し，可変バイアス要素に適した特性を有する基本構造を明らかにし，磁場解析・熱解析を

用いた詳細設計を行った． 

次に，設計したアクチュエータの駆動特性を実験的に調べ，連続定格推力と連続推力発

生時の消費電力の両者において，従来の電磁リニアモータに対する優位性を明らかにした．

また，温度応答特性を実験的に調べ，これをモデル化するとともに，そのモデルを利用し

て位置制御系を構成し，アクチュエータを単独で使用した場合の性能を実験的に調べた．

アクチュエータに安定性向上を目的としたばねを設置することにより，10 秒の間に 7 mm

の目標値を変位させる位置決め実験において，定常偏差を 20 m以下にすることができた．

但し，この改良は，本来可変バイアス要素に求められる位置無依存性が失われる欠点を持

っている． 

第 4章「高応答と省エネルギーを両立するハイブリッドアクチュエータとその基本特性」

では，まず，第 3 章で説明した可変バイアス要素と高応答要素とを融合したハイブリッド

アクチュエータの構成を具体的に検討した．両要素間で磁気回路構成要素を共有し，高応

答要素を駆動するコイルの発熱を可変バイアス要素の感温磁性体に転換できる構造を採用

し，構造の小型化，駆動回路を含むシステムの簡素化を可能とした． 

次に，可変バイアス要素と高応答要素の体積配分や，永久磁石の熱減磁の影響，コイル

の定数，重要部品の強度などについて議論しハイブリッドアクチュエータの詳細設計を行

った． そしてアクチュエータを試作し，その基本的性能を実験的に明らかにした．得られ

た結果は以下の通りである． 

① 推力測定の結果，可変バイアス力の最大値 42 Nが得られ，可動子変位に依存しない

特性が得られた． 

② 電流の通電により，電磁力が可変バイアス力に重畳して発生することを確認した． 

③ 可変バイアス力を一定に保つのに必要な電力である定常消費電力を測定し，アクチュ

エータを真空環境下におくことで，これの大幅な削減に成功した． 

④ 実現容易な消費電力低減方法として，常圧の断熱ガスを封入する方法を検討した．ア

クチュエータをキセノン雰囲気下におく実験では，真空雰囲気下での実験と比べて定

常消費電力は大きくなったものの，大気中での実験に比べて大幅な定常消費電力の削

減が実現できた． 

⑤ 定格推力と定常消費電力の両者において，ハイブリッドアクチュエータは，既存の同

体格の電磁アクチュエータに対して優位性を有し，高推力の連続的発生に有効である

ことが示された． 

⑥ 温度応答実験を行い，電流の通電と熱回路を機構的に切り替えることに対する温度応

答特性を調べ，熱回路切り替え部の有効性を明らかにした．  

第 5 章「ハイブリッドアクチュエータの制御性能」では，ハイブリッドアクチュエータ
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の応用を想定して位置・制振制御系を構成し，その制御性能を実験的に明らかにした．ハ

イブリッドアクチュエータでは，可変バイアス力と電磁力の応答性に顕著な違いがあるた

め，制御系設計は通常の電磁アクチュエータと同様に扱った． 

最初に，位置制御性能を明らかにするために，位置制御系を構成し，位置制御実験を行

った．結果として，1 kg の荷重を搭載した状態において，サブミクロンオーダの精度での

位置決めが実現された．次に，ハイブリッドアクチュエータを鉛直制振メカニズムへ応用

することを想定し，制振制御系を構成した．スカイフック制御系を適用した結果，高周波

領域において振動減衰性能が理論値に比べて劣化したものの，アクティブ鉛直メカニズム

として有効に機能することを確認した． 

 

6.2  今後の課題 

(1) 消費電力削減のための真空封止構造の実装 

 ハイブリッドアクチュエータでは，4.6.2 節で述べたように，定常消費電力を削減する観

点から，TSMM ユニットを真空環境下または断熱ガス環境下におくことが重要となる．特

に，高い省エネルギー性能を得るためには，真空環境の構築が理想的である．しかしなが

ら，アクチュエータの出力を外部に取り出す必要性から，アクチュエータ全体を真空環境

下におくことは現実的ではない．そこで，アクチュエータの固定子・可動子間に真空耐圧

容器を挿入し，内部を減圧する方法をとることが求められる． 

本構造の実現には，エアギャップ間に挿入できる高精度な薄肉耐圧容器の製作や真空封

止の方法，部品接続部における真空維持構造など，様々な技術的な課題を克服する必要が

あると考えられる．  

 

(2) 電磁力連動式熱回路切り替え機構の採用 

 ハイブリッドアクチュエータでは，感温磁性体の温度を低下させる際に，TSMM ユニッ

トを回転させて放熱を行う必要がある．今回は，手動での回転により温度低下を図ったが，

サーボアクチュエータとして機能させるためには，コントローラ側から自由にオン・オフ

を切り替えられる必要がある．基本的な方法としては，簡単なアクチュエータを付加して

その機能を実現する方法が考えられる． 

さらに，コイルにより生じる磁束を用いてこれを回転させることができれば，1個の駆動

回路によって加熱・冷却・電磁力の発生の全てを実現可能となるため，システムの簡略性

を維持できると考えられる．具体的には，搭載荷重が減少した場合において，可変バイア

ス力を打ち消す向きに高応答力を生成する目的で負の通電電流が通電された際，TSMM ユ

ニットも連動して回転すれば，自動的に感温磁性体温度を低下させることができる．アク

チュエータ上部に駆動用磁気回路を設けることにより，可動子を駆動する磁束と並列に磁

気回路を生成可能であり，可動子を駆動する電磁力と連動した切り替え動作が可能になる

と期待される．本方法の有効性を実験的に検証したところ，摩擦力や，磁気バランスの不
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均衡により生じる予期せぬ復元力の発生により，放熱動作に必要なトルクが十分に得られ

なかった．今後，これらの問題を克服する方法の検討が望まれる． 

 

(3) 実機におけるハイブリッドアクチュエータの有効性検証 

 ハイブリッドアクチュエータは，荷重を支持した状態で任意の運動を生成しながら，そ

の高い応答性を生かして制振制御を行うことが可能である．そのため，第 5 章で説明した

ように，ハイブリッドアクチュエータを複数用いることで，高効率・高性能な搬送装置が

実現できると考えられる．今後，実機に組み込んでその有効性を検証する必要がある．さ

らに，ロボットアームや鉛直ステージなど他のアプリケーションにおいても有効性を検証

すべきであると考えている． 

 

(4) 目的に応じたハイブリッドアクチュエータの最適設計法の検討 

 ハイブリッドアクチュエータの総合的な特性は，可変バイアス要素と高応答要素の体積

比により大きく左右される．今回は，可変バイアス要素で発生できる静推力の大きさを重

視し，可変バイアス要素の体積比が大きくなるように設計した．用途によっては，高応答

力が重視される場合もあると考えられ，今後，用途に応じた最適な設計方法を明らかにす

る必要がある． 

 

(5) 熱を蓄積しにくくする仕組みの検討 

 ハイブリッドアクチュエータは，荷重低減時に感温磁性体の熱を，中心部を通して放熱

する構造となっている．そのため，頻繁な放熱を必要とする場合，中心部に熱がたまり，

温度応答性が劣化することが懸念される．そこで，熱を蓄積しにくい方法を明らかにする

必要がある． 
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